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北九州市監査公表第１０号 

令和４年７月２９日 

北九州市監査委員  小 林 一 彦 

同         廣 瀨 隆 明 

同         森 本 由 美 

同         渡 辺   均 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づく定期監査を

行ったので、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

今回の監査は、産業経済局、港湾空港局及び区役所において施工する工事

（工事に係る委託並びに除草、浚渫及びエレベーター・エスカレーターの設

備点検等に係る業務委託を含む。以下同じ。）で、令和２年４月１日から令

和３年３月３１日までに完了した工事及び前記対象期間中に債務負担行為に

より継続中の工事を対象とした。 

２ 監査の方法 

監査に必要な資料の提出を求め、表１、表２、表３のとおり工事を抽出し

、それぞれ事務手続、設計・積算及び施工管理について、事務が適正に執行

されているか等を主眼に、関係書類の審査を実施するとともに、関係職員か

ら説明を聴取した。 

なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 
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表１ 工事の抽出（産業経済局） 

工事区分 

対象工事 抽出工事 

備考 
件数 

契約金額 

(千円) 
件数 

契約金額 

(千円) 

本工事 

（委託業務を含む）
27 393,780 10 322,354

別表１ 

参照 

軽微な工事 

（委託業務を含む）
368 277,267 35 61,662

別表２ 

参照

表２ 工事の抽出（港湾空港局） 

工事区分 

対象工事 抽出工事 

備考 
件数 

契約金額 

(千円) 
件数 

契約金額 

(千円) 

本工事 

（委託業務を含む）
65 4,598,767 19 1,677,860

別表３ 

参照 

軽微な工事 

（委託業務を含む）
222 201,436 24 40,103

別表４ 

参照

表３ 工事の抽出（区役所） 

工事区分 

対象工事 抽出工事 

備考 
件数 

契約金額 

(千円) 
件数 

契約金額 

(千円) 

本工事 

（委託業務を含む）
501 4,637,380 80 1,231,660

別表５ 

参照 

軽微な工事 

（委託業務を含む）
4,450 5,621,579 109 189,021

別表６ 

参照

３ 監査の期間 

令和３年１２月１３日から令和４年５月１９日まで 

４ 監査の結果 

（１）産業経済局 

監査の結果、工事の事務手続、設計・積算及び施工管理は、おおむね適

正に行われていた。 
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（２）港湾空港局 

監査の結果、工事の事務手続、設計・積算及び施工管理は、おおむね適

正に行われていた。 

（３）区役所 

監査の結果、工事の事務手続、設計・積算及び施工管理は、おおむね適

正に行われていたが、一部に次のような事項が認められた。これについて

は、適切な措置を講じられたい。 

※［ ］内の数字は、「別表５ 本工事抽出一覧表」の番号を示す。 

ア 工事費の積算について 

（小倉北区役所まちづくり整備課） 

［１４］高浜１号線（高浜跨線橋）歩道橋補修工事 

本工事は、高浜跨線橋の定期点検結果に基づく塗装の塗替えを主とし

た補修工事である。 

施工は、塗膜剥離剤を用いて既存の塗装を除去・回収した後、塗装の

塗替えを行っている。 

しかし、その積算において、塗膜除去工で発生した「廃材の回収・積

込」が計上されていなかったため、過小な積算となっていた。 

工事費の積算について、適正に行われたい。 
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別表１ 本工事抽出一覧表（産業経済局） 

番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

1 

企業立地 

支援部 

企業立地 

支援課 

北九州空港跡地産業団地

他環境整備業務委託 

〈小倉南区 

曽根北町ほか〉 

環境整備 

業務 

指
名 3,1 3 1

R2.  9 . 1

R2. 11 .13

2 

産業イノベ

ーション推

進室 

学研北部除草業務委託

（２－３） 

〈若松区ひびきの北〉 

除草業務 
指
名

5,2 9 1
R2.  8 .31

R2. 12 .18

3 
農林水産部

農林課 

逆水池堤体改修工事 

２－１ 

〈若松区大字安屋〉 

堤体改修 

工事 

指
名19, 36 7

R2. 12 .10

R3.  3 .31

4 
農林水産部

農林課 

合馬線林道開設工事 

（１工区） 

〈小倉南区大字合馬〉 

林道開設 

工事 

一
般29, 78 1

R2.  9 . 3

R3.  3 .15

5 
農林水産部

農林課 

貫山線林道除草業務委託 

〈小倉南区大字貫〉 

除草業務 
指
名 2,7 3 9

R2. 11 . 6

R3.  1 .31

6 
農林水産部

水産課 

曽根漁港道路②（上部

工）整備工事（２） 

〈小倉南区 

大字曽根新田地先〉 

上部工 

工事 

一
般

141 ,6 97
R2.  7 . 2

R3.  2 .26

7 
農林水産部

水産課 

藍島漁港藻場増殖礁整備

工事（２） 

〈小倉北区 

大字藍島地先〉 

藻場増殖

礁整備工

事 

指
名96, 16 5

R2.  9 . 3

R3.  3 .26

8 
農林水産部

水産課 

藍島漁港（本村地区） 

実施設計業務委託（２） 

〈小倉北区大字藍島〉 

漁港実施 

設計 

指
名 9,1 5 2

R2.  9 . 3

R3.  3 .26
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番
号

部課名 
工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

9 

農林水産部

東部農政事

務所 

大字伊川井堰改修工事 

〈門司区大字伊川〉 

井堰改修 

工事 

指
名 5,0 4 6

R2. 11 . 4

R3.  3 .10

10  

農林水産部

西部農政事

務所 

安屋配水ポンプ施設改良

工事 

〈若松区大字安屋〉 

ポンプ施

設改良工

事 

指
名

9,9 8 5
R3.  1 .22

R3.  3 .31

計  1 0 件  32 2,3 54 千円
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別表２ 軽微な工事の抽出件数及び契約金額一覧表（産業経済局） 

部 名 課 名 

抽出工事 

摘 要 
件数 

契約金額 

（千円） 

総務政策部 渡船事業所 0 0
・施設修繕工事 

・照明ＬＥＤ化工事 

・分譲用地維持工事 

・林道舗装工事 

・林業用施設維持工事 

・池改修工事 

・農道舗装補修工事 

・農業用施設維持工事 

・増殖礁造成工事 

・標識灯復旧工事 

・排水施設改修工事 

・デッキ改修工事 

・屋上防水修繕 

・除草業務委託 

他 

緊急経済対策室 0 0

雇用・生産性 

改革推進部 
中小企業振興課 0 0

観光部 

観光課 0 0

門司港レトロ課 1 2,475

商業・ＭＩＣＥ

推進部 
ＭＩＣＥ推進課 1 2,420

企業立地支援部 企業立地支援課 0 0

産業イノベーション推進室 1 2,162

農林水産部 

農林課 2 4,258

水産課 5 9,732

東部農政事務所 5 7,667

西部農政事務所 14 21,590

総合農事センター 2 4,865

中央卸売市場 4 6,493

計 35 61,662
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別表３ 本工事抽出一覧表（港湾空港局） 

番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

1 
港営部 

港営課 

新門司マリーナ７t テル

ハクレーン塗装工事 

〈門司区 

新門司北二丁目〉 

塗装工 
指
名 8,3 4 5

R2. 1 2 .2 4

R3.  3 .1 5

2 
港営部 

港営課 

新門司北フェリー埠頭 

照明設備整備工事 

〈門司区 

新門司北三丁目〉 

照明設備

整備 

一
般34, 98 6

R2.  9 .1 0

R3.  3 .1 5

3 
港営部 

港営課 

小倉ＲＯＲＯターミナル

ビルエレベーター保守点

検業務委託 

〈小倉北区 

西港町１１８番地〉 

保守点検

業務 

随
意 627

R2.  3 .3 1

R3.  3 .3 1

4 
港湾整備部

整備課 

新門司北地区埠頭用地 

雨水排水管設置他工事 

（３１） 

〈門司区 

新門司北三丁目〉 

排水管 

設置 

指
名41, 37 8

R2.  4 . 9

R2. 1 1 .1 6

5 
港湾整備部

整備課 

新門司北地区埋立地土質

調査業務委託（２） 

〈門司区新門司北 

三丁目地先〉 

土質調査

業務 

指
名 5,1 9 4

R2. 1 2 .1 0

R3.  3 .1 5

6 
港湾整備部

整備課 

海岸（高潮）新門司北 

護岸工事（２） 

〈門司区新門司北 

二丁目地先ほか〉 

護岸整備 
指
名74, 40 2

R2.  6 .1 1

R3.  2 .1 5

7 
港湾整備部

整備課 

新門司北地区埠頭用地 

改良工事（２） 

〈門司区 

新門司北三丁目〉 

埠頭用地

改良 

指
名39, 98 3

R2.  6 .1 1

R3.  1 .1 5

8 
港湾整備部

整備課 

新門司北地区埠頭用地 

改良工事（２－２） 

〈門司区 

新門司北三丁目〉 

埠頭用地

改良 

指
名

43, 63 6
R2.  9 .1 0

R3.  2 .2 8
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番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

9 
港湾整備部

整備課 

海岸(高潮)新門司北 

護岸工事（２－２） 

〈門司区 

新門司北二丁目地先〉 

護岸整備 
指
名22, 06 8

R2.  7 .1 6

R2. 1 1 .2 4

10  
港湾整備部

整備課 

太刀浦コンテナターミナ

ル舗装工事（３１－３） 

〈門司区太刀浦海岸〉 
舗装工 

指
名66, 72 5

R1. 1 2 .1 2

R3.  1 .2 9

11  
港湾整備部

整備課 

改修響灘西防波堤工事 

（３１） 

〈若松区 

響町三丁目地先〉 

防波堤 

整備 

一
般387 ,2 72

R2.  3 .2 6

R3.  1 .2 9

12  
港湾整備部

整備課 

廃棄物響灘東（西）護岸

工事（３１） 

〈若松区 

響町二丁目地先〉 

護岸整備 
一
般353 ,9 01

R2.  3 .2 6

R3.  1 .2 9

13  
港湾整備部

整備課 

廃棄物響灘東（西）護岸

工事（３１－２） 

〈若松区 

響町二丁目地先〉 

護岸整備 
一
般206 ,2 20

R2.  3 .2 6

R3.  1 .2 9

14  
港湾整備部

整備課 

改修（統合）若松船だま

り物揚場（－２．５ｍ）

工事（２） 

〈若松区 

浜町一丁目地先〉 

物揚場 

整備 

指
名71, 73 2

R2.  9 . 3

R3.  3 .1 5

15  
港湾整備部

整備課 

響灘７号道路改修工事 

(２) 

〈若松区響町一丁目〉 
道路改良 

指
名 7,1 0 4

R2. 1 1 .3 0

R3.  2 .2 8

16  
港湾整備部

整備課 

北湊２号道路雨水側溝 

整備工事(２) 

〈若松区北湊町ほか〉 
側溝整備 

指
名11, 44 8

R2. 1 1 .2 6

R3.  3 .1 5
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番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

17  

エネルギー

産業拠点化

推進室 

エネルギー

産業拠点化

推進課 

響灘東地区基地港湾地盤

改良工事（３１) 

〈若松区響町二丁目〉 

地盤改良 
一
般198 ,8 18

R2.  3 .2 6

R3.  1 .2 9

18  

エネルギー

産業拠点化

推進室 

エネルギー

産業拠点化

推進課 

響灘東地区基地港湾地盤

改良工事（２－２） 

〈若松区響町二丁目〉 

地盤改良 
一
般100 ,9 07

R2.  7 .3 0

R3.  3 .1 5

19  

エネルギー

産業拠点化

推進室 

エネルギー

産業拠点化

推進課 

響灘東４区画除草業務 

委託（２） 

〈若松区響町二丁目〉 

除草業務 
指
名 3,1 1 4

R2.  4 .2 1

R2.  6 .1 9

計  1 9 件  1 , 677 ,8 60 千円

9



別表４ 軽微な工事の抽出件数及び契約金額一覧表（港湾空港局） 

部 名 課 名 

抽出工事 

摘 要 
件数 

契約金額 

（千円） 

総務部 総務課 1 1,1 2 1
・空調機取替工事 

・照明ＬＥＤ化工事 

・港湾施設補修工事 

・岸壁防衝壁撤去工事 

・舗装設計業務委託 

他 

港営部 港営課 20 35, 11 3

港湾整備部 

計画課 0 0

整備課 3 3,8 6 9

計 24 40, 10 3
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別表５ 本工事抽出一覧表（区役所） 

番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

1 

門司区役所

まちづくり

整備課 

田野浦１号線他道路除草

業務委託 

〈門司区 

大字田野浦ほか〉 

除草業務 
指
名 3,3 24

R2.  7 . 6

R2. 10 .15

2 

門司区役所

まちづくり

整備課 

新原町４号線（南部・環

境）側溝整備工事 

〈門司区新原町〉 
環境整備 

指
名 2,3 15

R2.  4 .21

R2.  7 . 1

3 

門司区役所

まちづくり

整備課 

大字伊川法面補修工事 

〈門司区大字伊川〉 
法面補修 

指
名 3,6 75

R2. 12 .23

R3.  3 .31

4 

門司区役所

まちづくり

整備課 

門司行橋線（大字畑） 

舗装補修工事 

〈門司区大字畑〉 
舗装補修 

指
名

10, 8 9 7
R2.  7 .10

R2. 10 .12

5 

門司区役所

まちづくり

整備課 

黒川白野江東本町線（環

境）防護柵補修工事 

〈門司区高砂町ほか〉 
環境整備 

指
名 2,7 67

R2.  4 .21

R2.  6 .30

6 

門司区役所

まちづくり

整備課 

新九郎公園整備工事 

〈門司区原町別院〉 
公園整備 

指
名 5,8 56

R2. 11 .11

R3.  3 .12

7 

門司区役所

まちづくり

整備課 

大里公園他（環境）維持

作業業務委託 

〈門司区 

不老町一丁目ほか〉 

環境整備 
指
名 3,1 35

R2.  4 .27

R2.  7 .31

8 

門司区役所

まちづくり

整備課 

公園除草及び中下木剪定

業務委託（門司区２） 

〈門司区 

大字小森江ほか〉 

除草剪定

業務 

指
名

24, 6 5 2
R2.  5 .22

R2. 11 .30
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番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

9 

門司区役所

まちづくり

整備課 

大川他河川除草業務委託 

〈門司区 

奥田四丁目ほか〉 

除草業務 
指
名 3,8 50

R2.  7 . 6

R2. 10 .15

10  

門司区役所

まちづくり

整備課 

吉志一丁目地内管渠更生

工事 

〈門司区吉志一丁目〉 
管渠更生 

指
名18, 3 3 6

R2.  8 .19

R3.  1 .26

11  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

県道下到津戸畑線（井堀

交差点）道路改築工事 

〈小倉北区 

井堀一丁目ほか〉 

道路改築 
一
般88, 3 1 8

R1. 11 .21

R3.  2 .28

12  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

市立医療センター前他 

昇降機保守点検業務委託 

〈小倉北区 

馬借一丁目ほか〉 

昇降機保

守点検業

務 

随
意 7,1 15

R2.  4 . 1

R3.  3 .31

13  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

鹿児島本線 門司・小倉

間９Ｋ７８５ｍ付近高浜

跨線橋補修工事 

〈小倉北区高浜一丁目〉 

跨線橋 

補修 

随
意117 , 3 69

R2.  5 .18

R3.  3 .31

14  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

高浜１号線（高浜跨線

橋）歩道橋補修工事 

〈小倉北区高浜一丁目〉 

歩道橋 

補修 

指
名

49, 7 5 9
R2.  9 . 3

R3.  3 .15

15  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

国道１９９号自転車通行

帯設置工事（２－２） 

〈小倉北区 

中井一丁目ほか〉 

自転車通

行帯設置 

一
般41, 1 6 1

R2.  9 .24

R3.  3 .31

16  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

西港町１号線舗装補修工

事（２－１） 

〈小倉北区西港町地内〉 
舗装補修 

指
名15, 9 0 6

R2. 12 .23

R3.  3 .15

12



番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

17  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

熊谷二丁目地内管渠更生

工事 

〈小倉北区熊谷二丁目〉 
管渠更生 

指
名23, 5 3 7

R2. 10 .14

R3.  3 . 3

18  

小倉北区役

所 

まちづくり

整備課 

昭和町公園整備工事 

〈小倉北区昭和町〉 
公園整備 

指
名 6,6 66

R2. 10 .21

R3.  1 .29

19  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

貫１１号線床版設置工事 

〈小倉南区下貫二丁目〉 
床版設置 

指
名 9,6 37

R2.  9 . 2

R2. 12 .18

20  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

曽根１７号線交通安全 

施設設置工事 

〈小倉南区 

中曽根東二丁目ほか〉 

交通安全

施設設置 

指
名 6,7 65

R2. 12 .23

R3.  3 .31

21  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

新道寺１１０号線災害 

防除工事 

〈小倉南区大字新道寺〉 
災害防除 

指
名22, 4 3 5

R2. 10 .14

R3.  3 .15

22  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

徳力５号線側溝整備工事 

〈小倉南区徳力五丁目〉 
側溝整備 

指
名

18, 2 5 9
R2. 11 . 4

R3.  2 .28

23  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

守恒１９号線他道路除草

業務委託 

〈小倉南区 

守恒四丁目ほか〉 

除草業務 
指
名 3,8 03

R2.  7 . 6

R2. 10 .31

24  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

直方行橋線他道路除草 

業務委託 

〈小倉南区 

大字新道寺ほか〉 

除草業務 
指
名 4,3 97

R2.  7 . 6

R2.  9 .30

13



番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

25  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

(豪)竹馬川(河川管理道)

整備工事 

〈小倉南区 

湯川新町三丁目〉 

管理道整

備 

指
名17, 7 3 2

R2.  9 . 9

R3.  1 .29

26  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

公園除草及び中下木剪定

業務委託（小倉南区 2） 

〈小倉南区一円〉 

除草剪定

業務 

指
名28, 2 8 4

R2.  6 .10

R2. 11 .30

27  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

街路樹冬期剪定業務委託

（小倉南区） 

〈小倉南区一円〉 

樹木剪定

業務 

指
名 9,1 20

R2.  9 .23

R2. 12 .18

28  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

長行桜橋公園整備工事 

〈小倉南区 

長行東二丁目〉 

公園整備 
指
名10, 0 1 7

R2. 12 . 3

R3.  3 .15

29  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

徳光公園実施設計業務委

託 

〈小倉南区 

徳吉西二丁目〉 

公園実施

設計 

指
名 2,9 92

R2. 10 .14

R3.  1 .29

30  

小倉南区役

所 

まちづくり

整備課 

湯川四丁目地内（その

１）管渠更生工事 

〈小倉南区湯川四丁目〉 
管渠更生 

指
名

27, 6 1 9
R2. 10 .22

R3.  2 . 9

31  

若松区役所

まちづくり

整備課 

払川１１号線（環境） 

防護柵取替工事 

〈若松区大字払川〉 
環境整備 

指
名 3,1 34

R2.  5 . 1

R2.  6 .30

32  

若松区役所

まちづくり

整備課 

東二島二島１号線他道路

除草業務委託 

〈若松区大字二島ほか〉 
除草業務 

指
名 2,4 82

R2.  6 .16

R2.  9 .30

14



番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

33  

若松区役所

まちづくり

整備課 

高須東２２号線他道路除

草業務委託 

〈若松区 

高須二丁目ほか〉 

除草業務 
指
名 5,4 78

R2.  6 .23

R2.  9 .30

34  

若松区役所

まちづくり

整備課 

払川塩屋１号線他道路除

草業務委託 

〈若松区 

塩屋一丁目ほか〉 

除草業務 
指
名 5,4 67

R2.  6 .23

R2.  9 .30

35  

若松区役所

まちづくり

整備課 

築地町２号線街路樹撤去

業務委託 

〈若松区久岐の浜〉 

樹木撤去

業務 

指
名 2,3 54

R2.  9 .30

R2. 12 .10

36  

若松区役所

まちづくり

整備課 

赤島町４０号線他道路除

草業務委託（その２） 

〈若松区赤島町ほか〉 
除草業務 

指
名 1,8 15

R2. 10 . 6

R3.  1 . 4

37  

若松区役所

まちづくり

整備課 

払川塩屋１号線（ひびき

の北）中央分離帯防草対

策工事 

〈若松区 

ひびきの北ほか〉 

防草対策 
指
名18, 1 6 7

R2. 10 .16

R3.  2 .19

38  

若松区役所

まちづくり

整備課 

令和２年度道路橋定期点

検業務委託（若松区） 

〈若松区大字小竹ほか〉 

橋梁定期

点検業務 

指
名

5,7 92
R2. 11 . 4

R3.  3 .25

39  

若松区役所

まちづくり

整備課 

小石本村町西公園他遊具

建替工事 

〈若松区 

小石本村町ほか〉 

公園整備 
指
名 6,8 17

R3.  1 .22

R3.  3 .31

40  

若松区役所

まちづくり

整備課 

高塔山公園アジサイ植栽

工事 

〈若松区大字修多羅〉 
公園植栽 

指
名 2,1 78

R2. 11 . 4

R3.  2 .12

15



番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

41  

若松区役所

まちづくり

整備課 

藤ノ木公園（予定地） 

実施設計業務委託 

〈若松区 

くきのうみ中央〉 

公園設計

業務 

指
名 1,6 50

R2.  8 . 4

R2. 11 .30

42  

若松区役所

まちづくり

整備課 

公園除草及び中下木剪定

業務委託（若松区西部） 

〈若松区西部一円〉 

除草剪定

業務 

指
名35, 1 6 9

R2.  6 .10

R2. 12 .18

43  

若松区役所

まちづくり

整備課 

江川他除草美化業務委託 

〈若松区 

大字大鳥居ほか〉 

除草業務 
指
名 2,8 77

R2.  6 . 9

R2.  9 .30

44  

若松区役所

まちづくり

整備課 

片山二、三丁目地内管渠

更生工事 

〈若松区 

片山二丁目ほか〉 

管渠更生 
指
名21, 2 5 3

R2.  7 .16

R2. 11 .19

45  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

陣山１２号線側溝補修 

工事 

〈八幡東区桃園三丁目〉 
側溝補修 

指
名 6,6 00

R2. 11 . 9

R3.  3 .15

46  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

小倉中間線法面災害防除

地質調査業務委託 

〈八幡東区大字田代〉 

地質調査

業務 

指
名

3,0 80
R2. 12 .25

R3.  3 .15

47  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

八幡戸畑線舗装補修工事 

〈八幡東区 

枝光二丁目ほか〉 

舗装補修 
指
名16, 6 4 6

R2. 11 .13

R3.  2 .15

48  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

大字大蔵２号線他道路 

除草業務委託 

〈八幡東区 

河内二丁目ほか〉 

除草業務 
指
名 3,9 38

R2.  6 .23

R2.  9 .25

16



番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 
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方
法
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（千円） 
工期 

49  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

勝田公園整備工事 

〈八幡東区 

羽衣町１６番〉 

公園整備 
指
名16, 1 1 8

R2. 11 .13

R3.  3 .15

50  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

諏訪一丁目公園整備工事 

〈八幡東区諏訪一丁目〉 
公園整備 

指
名 5,6 35

R2. 12 .18

R3.  3 .15

51  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

奥田川他河川除草業務 

委託 

〈八幡東区 

河内二丁目ほか〉 

除草業務 
指
名 3,7 80

R2.  6 .23

R2.  9 .25

52  

八幡東区役

所 

まちづくり

整備課 

荒手一丁目地内（その

２）管渠更生工事 

〈八幡東区荒手一丁目〉 
管渠更生 

指
名10, 4 2 0

R2. 10 . 2

R3.  1 .31

53  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

小嶺台一丁目地内管渠更

生工事 

〈八幡西区 

小嶺台一丁目〉 

管渠更生 
指
名18, 6 1 5

R2. 11 .26

R3.  3 .31

54  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

塔野二丁目地内（その

２）管渠更生工事 

〈八幡西区塔野二丁目〉 
管渠更生 

指
名

15, 9 9 6
R2. 11 .19

R3.  3 . 9

55  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

国道２００号（上香月四

丁目）舗装補修工事 

〈八幡西区 

上香月四丁目〉 

舗装補修 
指
名18, 7 9 0

R2. 10 . 9

R3.  1 .27

56  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

岡田町２号線歩道バリア

フリー化整備工事 

〈八幡西区岡田町〉 
歩道整備 

一
般38, 5 5 7

R1.  9 .26

R2.  5 .11

17



番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 
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方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

57  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

黒崎２１号線道路改築 

工事 

〈八幡西区黒崎三丁目〉 
道路改築 

一
般60, 9 0 0

R1. 11 .28

R2. 10 .31

58  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

本城東５７号線自転車通

行帯整備工事（２－１） 

〈八幡西区 

本城東五丁目ほか〉 

自転車通

行帯整備 

一
般49, 3 7 8

R2.  6 .18

R3.  2 .15

59  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

下上津役折尾線道路改築

工事 

〈八幡西区 

永犬丸四丁目ほか〉 

道路改築 
一
般27, 3 4 4

R2.  7 .22

R3.  3 .31

60  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

国道２００号道路照明Ｌ

ＥＤ化工事（２－２） 

〈八幡西区 

引野一丁目ほか〉 

道路照明

ＬＥＤ化 

一
般16, 8 5 9

R2.  7 .30

R2. 12 .25

61  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

中間引野線災害防除工事 

〈八幡西区 

永犬丸南町一丁目〉 

災害防除 
指
名29, 7 0 6

R2.  7 .30

R3.  1 .29

62  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

国道２００号道路照明Ｌ

ＥＤ化工事（２－４） 

〈八幡西区下上津役 

一丁目ほか〉 

道路照明

ＬＥＤ化 

一
般

14, 4 2 9
R2.  9 .24

R3.  2 .19

63  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

千代ケ崎１号線歩道バリ

アフリー化整備工事（５

工区） 

〈八幡西区 

千代ケ崎一丁目〉 

歩道整備 
一
般31, 2 8 5

R2.  9 .17

R3.  3 .31

64  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

大浦２０号線他道路詳細

設計業務委託 

〈八幡西区 

大浦二丁目ほか〉 

道路詳細

設計 

指
名 3,3 55

R2.  7 . 3

R2. 11 .30

18
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方
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工期 

65  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

医生ケ丘１号線バリアフ

リー化実施設計業務委託 

〈八幡西区医生ケ丘〉 

道路実施

設計 

指
名 3,3 55

R2.  8 . 4

R3.  3 .31

66  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

黒崎２６号線他１線道路

詳細設計業務委託 

〈八幡西区 

黒崎三丁目ほか〉 

道路詳細

設計 

指
名 4,9 50

R2.  9 . 4

R3.  3 .15

67  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

浅川８３号線設計業務 

委託 

〈八幡西区 

浅川日の峯三丁目〉 

道路実施

設計 

指
名 4,4 50

R2. 10 .30

R3.  3 .15

68  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

千代１号線地質調査業務

委託（災害） 

〈八幡西区千代二丁目〉 

地質調査

業務 

指
名 3,0 54

R2.  8 . 6

R2. 10 . 5

69  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

熊手２号歩道橋昇降機管

理業務委託 

〈八幡西区黒崎一丁目〉 

昇降機 

管理業務 

随
意 1,1 88

R2.  6 .19

R3.  3 .31

70  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

（豪）上の原三丁目水路

改修工事 

〈八幡西区 

上の原三丁目地内〉 

水路改修 
指
名

7,8 74
R2.  2 .14

R2.  7 .17

71  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

皇后崎公園（北側）南入

口整備工事 

〈八幡西区青山二丁目〉 
公園整備 

指
名18, 2 5 3

R2. 10 . 9

R3.  3 .15

72  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

金山川水辺の里除草業務

委託 

〈八幡西区則松四丁目〉 
除草業務 

指
名 2,2 00

R2.  4 .23

R2. 11 .16

19



番
号部課名 

工事名称 

〈工事場所〉 

工事 

概要 

契約内容 

方
法

契約金額 

（千円） 
工期 

73  

八幡西区役

所 

まちづくり

整備課 

本城３号公園整備工事 

〈八幡西区貴船台〉 
公園整備 

指
名 6,4 02

R2. 12 . 4

R3.  3 .15

74  

戸畑区役所

まちづくり

整備課 

東大谷高峰１号線交差点

改良工事 

〈戸畑区 

西大谷二丁目ほか〉 

交差点 

改良 

指
名 5,3 12

R2.  6 .19

R2. 10 .17

75  

戸畑区役所

まちづくり

整備課 

県道下到津戸畑線区画線

設置工事 

〈戸畑区 

一枝二丁目ほか〉 

区画線設

置 

指
名

5,0 99
R2.  7 .17

R2. 10 .23

76  

戸畑区役所

まちづくり

整備課 

小芝２号線他道路改良工

事（２－１） 

〈戸畑区 

小芝二丁目ほか〉 

道路改良 
指
名23, 2 8 4

R2.  9 .10

R3.  3 .15

77  

戸畑区役所

まちづくり

整備課 

川代８号線他１線舗装補

修詳細設計業務委託 

〈戸畑区 

川代一丁目ほか〉 

道路詳細

設計 

指
名 2,5 85

R2.  9 . 4

R2. 11 .30

78  

戸畑区役所

まちづくり

整備課 

川代８号線他１線舗装 

補修工事 

〈戸畑区 

川代一丁目ほか〉 

舗装補修 
指
名19, 9 9 7

R2. 11 .26

R3.  3 .15

79  

戸畑区役所

まちづくり

整備課 

戸畑駅前歩道橋昇降機保

守点検業務委託 

〈戸畑区中本町ほか〉 

昇降機保

守点検業

務 

随
意 7,9 89

R2.  3 .25

R3.  3 .31

80  

戸畑区役所

まちづくり

整備課 

浅生二丁目地内管渠更生

工事 

〈戸畑区浅生二丁目〉 
管渠更生 

指
名

19, 9 0 6
R2.  6 .11

R2.  9 .28

計  8 0 件  1, 231 ,6 60 千円
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別表６ 軽微な工事の抽出件数及び契約金額一覧表（区役所） 

部 名 課 名 

抽出工事 

摘 要 
件数 

契約金額 

（千円） 

門司区役所 まちづくり整備課 15 27, 66 6
・道路改良工事 

・舗装工事 

・維持修繕工事 

・設計業務委託 

・維持管理業務委託 

・公園整備工事 

・排水管整備工事 

・蓋取替工事 

・解体工事 

・照明設備工事 

・昇降機修繕工事 

・昇降機保守点検業務委託

・除草業務委託 

他 

小倉北区役所 まちづくり整備課 17 35, 22 4

小倉南区役所 まちづくり整備課 16 28, 95 1

若松区役所 まちづくり整備課 13 22, 50 5

八幡東区役所 まちづくり整備課 10 15, 62 7

八幡西区役所 まちづくり整備課 29 44, 48 7

戸畑区役所 まちづくり整備課 9 14, 56 1

計 109 189 ,0 21

21



北九州市監査公表第１１号 

令和４年７月２９日 

北九州市監査委員  小 林 一 彦 

同         廣 瀨 隆 明 

同         森 本 由 美 

同         渡 辺   均 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づく定期監査を

行ったので、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

今回の監査は、建築都市局（計画部、指導部、都市再生推進部、折尾総合

整備事務所、建築部及び設備部）において施工する営繕及び土木工事（工事

に係る委託並びに除草、浚渫及びエレベーター・エスカレーターの設備点検

等に係る業務委託を含む。以下同じ。）で、令和２年４月１日から令和３年

３月３１日までに完了した工事及び前記対象期間中に債務負担行為により継

続中の工事を対象とした。 

２ 監査の方法 

監査に必要な資料の提出を求め、表１のとおり工事を抽出し、それぞれ事

務手続、設計・積算及び施工管理について、事務が適正に執行されているか

等を主眼に、関係書類の審査を実施するとともに、関係職員から説明を聴取

した。 

なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 
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表１ 工事の抽出（建築都市局） 

工事区分 

対象工事 抽出工事 

備考 
件数 

契約金額 

(千円) 
件数 

契約金額 

(千円) 

本工事 

（委託業務を含む）
463 15,408,251 89 6,895,942 

別表１ 

参照 

軽微な工事 

（委託業務を含む）
251 200,820 19 24,007 

別表２ 

参照 

３ 監査の期間 

令和３年１２月１３日から令和４年４月２８日まで 

４ 監査の結果 

（１）建築都市局 

監査の結果、工事の事務手続、設計・積算及び施工管理は、おおむね

適正に行われていた。 
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別表１ 本工事抽出一覧表（建築都市局） 

番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

1 

都市再
生推進
部都市
再生整
備課 

学研北部（１８０街区平面部）

除草業務委託（その２） 

(若松区ひびきの北) 

除草 
随
意1,078

R2.12.14

R3.3.15

2 

折尾総
合整備
事務所
事業調
整課 

折尾連立関連（大膳二丁目）ト

ンネル上部造成基本検討業務委

託 

(八幡西区大膳二丁目) 

検討業

務 

指
名

5,618
R1.12.23

R2.8.31

3 

折尾総
合整備
事務所
事業調
整課 

折尾連立関連新々堀川廃川敷埋

立工事 

(八幡西区折尾一丁目ほか) 

埋立工

事 

一
般85,148

R2.9.10

R3.3.31

4 

折尾総

合整備

事務所

整備課

日吉台光明線他 1 線電線類地中

化工事に伴う連系管路等工事

（２－２） 

(八幡西区折尾一丁目ほか) 

電線管

路工事

随
意

3,733
R2.7.7

R3.3.31

5 

折尾総

合整備

事務所

整備課

日吉台光明線道路改築工事（２

－２） 

(八幡西区光明二丁目ほか) 

道路改

築工事

一
般44,711

R2.9.24

R3.3.31

6 

折尾総

合整備

事務所

整備課

折尾東西線道路改築工事（２－

１） 

(八幡西区北鷹見町) 

道路改

築工事

指
名

9,837
R2.7.27

R2.12.23

7 

折尾総

合整備

事務所

整備課

堀川町１０号線照明灯設置工事

（２－１） 

(八幡西区堀川町) 

照明工

事 

一
般

10,860
R2.10.15

R3.3.15

8 

折尾総

合整備

事務所

整備課

折尾土地区画整理事業（堀川

町）宅地造成工事（２－１） 

(八幡西区堀川町) 

造成工

事 

一
般131,633

R2.9.17

R3.3.15

9 
建築部

建築課

旧庄司小学校建物解体工事 

(門司区庄司町 19 番 1 号) 

解体工

事 

一
般

127,002
R3.3.25

R4.3.31

10 
建築部

建築課

若松市民会館南北エリア大規模

改修工事 

(若松区本町三丁目 13 番 1 号) 

改修工

事 

一
般347,754

R3.2.25

R4.3.25
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番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

11 
建築部

建築課

城野市民センター新築工事 

(小倉南区富士見三丁目 1 番 3

号) 

新築工

事 

一
般221,098

R2.7.2

R3.6.27

12 
建築部

建築課

（仮称）平和資料館新築工事 

(小倉北区城内 6 番 3、6 番 10)

新築工

事 

一
般

390,537
R2.7.16

R3.7.31

13 
建築部

建築課

東部斎場大規模改修工事（第２

期） 

(門司区大字猿喰 1342 番地の

8) 

改修工

事 

一
般

243,659
R3.2.25

R3.10.31

14 
建築部

建築課

日明粗大ごみ貯留施設整備工事

(小倉北区西港町) 

新築工

事 

指
名34,176

R2.11.5

R3.3.15

15 
建築部

建築課

和布刈公園ユニットトイレ設置

工事 

(門司区旧門司二丁目) 

新築工

事 

指
名

33,633
R2.11.5

R3.5.31

16 
建築部

建築課

響灘緑地カンガルー広場休憩舎

新築工事 

(若松区大字竹並 920 番ほか) 

新築工

事 

指
名15,754

R3.1.28

R3.5.31

17 
建築部

建築課

曽根豊岡緑地管理棟新築工事 

(小倉南区大字曽根) 

新築工

事 

一
般

182,029
R2.7.2

R3.3.15

18 
建築部

建築課

旧八幡西消防署解体工事 

(八幡西区相生町 15 番 25 号) 

解体工

事 

指
名52,177

R2.9.10

R3.3.18

19 
建築部

建築課

（仮称）八幡西消防署楠橋分署

新築建具工事 

(八幡西区金剛二丁目１番) 

建具工

事 

指
名3,256

R2.10.15

R3.2.19

20 
建築部

建築課

小池特別支援学校改築建具工事

（第１期） 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

建具工

事 

指
名

12,716
R3.5.26

R3.12.10
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番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

21 
建築部

建築課

小池特別支援学校改築特殊基礎

工事（第１期） 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

特殊基

礎工事

一
般52,968

R2.10.22

R3.2.28

22 
建築部

建築課

貫小学校大規模改修工事（第１

期） 

(小倉南区上貫三丁目 1 番 1 号)

改修工

事 

一
般

60,305
R2.7.9

R2.12.7

23 
建築部

建築課

湯川小学校大規模改修工事（第

２期） 

(小倉南区湯川新町一丁目 8 番

1 号) 

改修工

事 

一
般

104,437
R2.7.9

R3.1.20

24 
建築部

建築課

小池特別支援学校改築工事（第

１期） 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

改築工

事 

一
般1,229,800

R2.12.9

R4.1.21

25 
建築部

建築課

小池特別支援学校昇降口解体他

工事 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

解体工

事 

指
名

24,719
R2.6.25

R2.11.20

26 
建築部

建築課

貫小学校外壁改修工事（第１

期） 

(小倉南区上貫三丁目 1 番 1 号)

改修工

事 

指
名53,174

R2.9.3

R3.2.15

27 
建築部

建築課

旧西小倉なかよし学童クラブ遊

戯室改修工事（第２期） 

(小倉北区城内 6 番 1 号) 

改修工

事 

指
名

11,196
R2.6.25

R2.10.13

28 
建築部

建築課

城野市民センター新築工事監理

委託 

(小倉南区富士見 3 丁目 1 番 3

号) 

工事監

理 

指
名2,640

R2.7.9

R3.6.27

29 
建築部

建築課

（仮称）平和資料館新築工事監

理委託 

(小倉北区城内 6 番) 

工事監

理 

指
名12,980

R2.7.29

R3.7.31

30 
建築部

建築課

東部斎場大規模改修工事（第２

期）監理委託 

(門司区大字猿喰 1342 番地の

8) 

工事監

理 

指
名

7,106
R3.3.11

R3.10.31
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番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

31 
建築部

建築課

小池特別支援学校改築工事（第

１期）監理委託 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

工事監

理 

指
名17,600

R2.10.22

R4.1.21

32 
建築部

建築課

（仮称）八幡西消防署楠橋分署

新築工事監理委託 

(八幡西区金剛二丁目 1 番) 

工事監

理 

指
名

3,740
R2.3.26

R3.3.1

33 
建築部

建築課

（仮称）八幡西消防署楠橋分署

新築工事 

(八幡西区金剛二丁目 1 番) 

新築工

事 

一
般

238,173
R2.3.26

R3.3.1

34 

建築部

施設保

全課 

都市モノレール小倉線平和通停

留場補修工事（第２期） 

(小倉北区鍛治町一丁目他) 

改修工

事 

一
般130,903

R2.7.2

R3.3.16

35 

建築部

施設保

全課 

都市モノレール小倉線平和通停

留場補修工事（第２期）監理委

託 

(小倉北区鍛治町一丁目他) 

工事監

理 

指
名

2,310
R2.7.9

R3.3.16

36 

建築部

施設保

全課 

戸ノ上中学校外壁改修工事（Ｒ

２） 

(門司区寺内四丁目 1 番 1 号) 

改修工

事 

一
般128,663

R2.7.2

R3.2.12

37 

建築部

施設保

全課 

戸ノ上中学校屋上防水改修工事

（Ｒ２） 

(門司区寺内四丁目 1 番 1 号) 

改修工

事 

指
名

26,222
R2.7.16

R3.1.12

38 

建築部

施設保

全課 

戸ノ上中学校外壁改修工事（Ｒ

２）監理委託 

(門司区寺内四丁目 1 番 1 号) 

改修工

事 

指
名1,221

R2.7.9

R3.2.12

39 

建築部

施設保

全課 

東郷市民センター外壁及び屋上

防水改修工事 

(門司区黒川西一丁目 3 番 26

号) 

改修工

事 

指
名18,506

R2.6.11

R2.11.30

40 

建築部

施設保

全課 

都市モノレール小倉線徳力嵐山

口停留場補修工事 

(小倉南区徳力六丁目) 

改修工

事 

一
般

134,567
R2.4.30

R2.11.26
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番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

41 

建築部

施設保

全課 

旧松ヶ江幼稚園解体工事 

(門司区大字吉志 907 番地の 1)

解体工

事 

指
名24,097

R2.11.19

R3.3.19

42 

建築部

施設保

全課 

北九州市障害者スポーツセンタ

ー体育館床全面改修工事 

(小倉北区三郎丸三丁目 4 番 1

号) 

改修工

事 

指
名

39,600
R2.10.22

R3.3.19

43 

建築部

施設保

全課 

高須市民センター外壁及び屋上

防水改修工事 

(若松区高須北一丁目 1 番 2 号)

改修工

事 

指
名

20,656
R2.6.4

R2.10.27

44 

建築部

施設保

全課 

折尾東小学校外壁改修工事（第

１期） 

(八幡西区光明一丁目 2 番 1 号)

改修工

事 

一
般74,859

R2.9.3

R3.3.16

45 

建築部

施設保

全課 

日明東５号上屋屋根他改修工事

(小倉北区西港町) 

改修工

事 

一
般

107,418
R2.9.10

R3.2.7

46 

建築部

施設保

全課 

北九州国際会議場カーテンウォ

ールシーリング等取替工事 

(小倉北区浅野三丁目 9 番 30

号) 

改修工

事 

指
名8,947

R2.11.5

R3.2.13

47 

建築部

施設保

全課 

日明積出基地ストックヤード耐

震補強工事 

(小倉北区西港町 97 番地の 3) 

改修工

事 

一
般

79,030
R2.7.30

R3.2.25

48 

建築部

施設保

全課 

日明積出基地ストックヤード耐

震補強工事監理委託 

(小倉北区西港町 97 番地の 3) 

工事監

理 

指
名1,254

R2.7.29

R3.2.25

49 

建築部

施設保

全課 

夜宮青少年センタースポーツホ

ール耐震補強工事 

(戸畑区夜宮一丁目 2 番 1 号) 

改修工

事 

指
名19,625

R2.11.26

R3.3.26

50 

建築部

施設保

全課 

楠橋ポンプ場浸水対策改修工事

(八幡西区大字楠橋 3928 番地) 

改修工

事 

指
名

20,877
R2.11.5

R3.3.25
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番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

51 

建築部

施設保

全課 

日明浄化センター汚泥脱水機棟

外壁改修及び防水工事 

(小倉北区西港町 96 番地の 3) 

改修工

事 

指
名37,736

R2.7.16

R2.12.7

52 

建築部

施設保

全課 

山王児童館解体工事 

(八幡東区山王一丁目 2 番 12

号) 

解体工

事 

指
名

11,888
R2.10.8

R3.3.8

53 

建築部

施設保

全課 

小倉中央小学校可動式屋根撤去

及び外壁・屋上改修工事（Ｒ

２） 

(小倉北区堺町二丁目 4 番 1 号)

改修工

事 

指
名

148,409
R2.6.25

R3.1.31

54 

建築部

施設保

全課 

北九州市民球場照明塔塗装改修

工事 

(小倉北区三萩野二丁目 10 番) 

改修工

事 

一
般40,974

R2.11.5

R3.3.12

55 

設備部

電気設

備課 

曽根豊岡緑地管理棟新築電気工

事 

(小倉南区大字曽根) 

新築工

事 

一
般

17,833
R2.7.22

R3.3.31

56 

設備部

電気設

備課 

小倉駅南北公共連絡通路・南北

デッキ監視カメラ伝送路設備他

更新工事 

(小倉北区浅野一丁目) 

監視カ

メラ更

新工事

指
名22,721

R2.9.3

R3.3.9

57 

設備部

電気設

備課 

貫小学校大規模改修電気工事

（第１期） 

(小倉南区上貫三丁目 1 番 1 号)

改修工

事 

一
般

19,268
R2.7.9

R2.12.18

58 

設備部

電気設

備課 

泉台小学校大規模改修電気工事

（第１期） 

(小倉北区泉台一丁目 3 番 1 号)

改修工

事 

一
般30,247

R2.7.22

R2.12.21

59 

設備部

電気設

備課 

大里南小学校大規模改修電気工

事（第１期） 

(門司区新原町 15 番 1 号) 

改修工

事 

指
名6,399

R2.7.9

R2.11.20

60 

設備部

電気設

備課 

門司港レトロ地区ライトアップ

照明設備電気工事（Ｒ２－１）

(門司区旧門司二丁目 5 番ほか)

ライト

アップ

工事 

一
般

36,926
R2.7.30

R3.3.15
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番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

61 

設備部

電気設

備課 

北九州メディアドームバンク・

アリーナ照明ＬＥＤ化工事実施

設計業務委託 

(小倉北区三萩野三丁目 1-1) 

実施設

計 

指
名6,490

R1.10.24

R2.4.17

62 

設備部

電気設

備課 

黄金片野１号線（片野駅）昇降

機設置工事 

(小倉北区東篠崎一丁目) 

昇降機

設置工

事 

指
名9,782

R2.4.16

R3.2.26

63 

設備部

電気設

備課 

日明渡船場線（中原工区）道路

照明灯設置工事（３１－５） 

(戸畑区中原西三丁目ほか) 

照明工

事 

一
般

49,764
R1.11.7

R2.5.15

64 

設備部

電気設

備課 

（仮称）八幡西消防署楠橋分署

新築電気工事 

(八幡西区金剛二丁目 1 番) 

新築工

事 

一
般34,018

R2.3.26

R3.3.1

65 

設備部

電気設

備課 

若松市民会館南北エリア大規模

改修電気工事 

(若松区本町三丁目 13 番 1 号) 

改修工

事 

一
般

181,811
R3.3.11

R4.3.25

66 

設備部

電気設

備課 

若松市民会館非常用発電設備更

新電気計装工事 

(若松区本町三丁目 13 番 1 号) 

非常用

発電更

新工事

指
名

61,923
R3.3.11

R4.3.25

67 

設備部

電気設

備課 

城野市民センター新築電気工事

(小倉南区富士見三丁目 1 番 3

号) 

新築工

事 

一
般33,593

R2.7.2

R3.6.27

68 

設備部

電気設

備課 

北九州芸術劇場大ホール舞台機

構制御機器修繕工事 

(小倉北区室町一丁目 1 番 1 号)

制御機

器修繕

工事 

随
意

143,000
R2.9.23

R3.4.30

69 

設備部

電気設

備課 

北九州メディアドームバンク・

アリーナ照明ＬＥＤ化工事 

(小倉北区三萩野三丁目 1 番 1

号) 

ＬＥＤ

化工事

一
般370,315

R2.12.10

R3.12.4

70 

設備部

電気設

備課 

北九州メディアドーム特高受変

電設備改修工事 

(小倉北区三萩野三丁目 1 番 1

号) 

改修工

事 

随
意

62,700
R2.10.7

R3.12.24
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番

号 
部課名

工事名称 

（工事場所） 

工事 

概要 

契約内容 

方

法 

契約金額

（千円）
工期 

71 

設備部

電気設

備課 

北九州メディアドームサブ変電

設備等改修電気工事 

(小倉北区三萩野三丁目 1 番 1

号ほか) 

改修工

事 

一
般36,917

R3.1.21

R3.12.24

72 

設備部

電気設

備課 

中貫長野１号線道路照明灯設置

工事（２－３） 

(小倉南区大字長野ほか) 

照明工

事 

一
般

19,085
R2.10.15

R3.4.19

73 

設備部

電気設

備課 

小池特別支援学校改築電気工事

（第１期） 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

改築工

事 

一
般

194,039
R2.12.24

R4.1.21

74 

設備部

機械設

備課 

若松消防署敷地内島郷分署訓練

施設新築機械工事 

(若松区桜町 1 番 28 号) 

新築工

事 

指
名2,382

R2.8.18

R3.3.31

75 

設備部

機械設

備課 

松ケ江南小学校他１校管理諸室

等空調設備改修工事 

(門司区吉志二丁目 20 番 1 号ほ

か) 

改修工

事 

一
般

18,372
R2.11.19

R3.3.22

76 

設備部

機械設

備課 

曽根小学校他１校管理諸室等空

調設備改修工事 

(小倉南区中曽根三丁目 9 番 1

号ほか) 

改修工

事 

一
般18,193

R2.11.19

R3.3.22

77 

設備部

機械設

備課 

木屋瀬中学校管理諸室等空調設

備改修工事 

(八幡西区大字野面 1942 番地の

5) 

改修工

事 

一
般

14,146
R2.11.19

R3.3.22

78 

設備部

機械設

備課 

貫小学校大規模改修機械工事

（第１期） 

(小倉南区上貫三丁目 1 番 1 号)

改修工

事 

指
名5,580

R2.7.9

R2.12.7

79 

設備部

機械設

備課 

泉台小学校大規模改修機械工事

（第１期） 

(小倉北区泉台一丁目 3 番 1 号)

改修工

事 

指
名22,482

R2.7.30

R2.12.21

80 

設備部

機械設

備課 

（仮称）八幡西消防署楠橋分署

新築機械工事 

(八幡西区金剛二丁目 1 番) 

新築工

事 

一
般

24,165
R2.3.26

R3.3.1
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工期 

81 

設備部

機械設

備課 

小池特別支援学校改築設備工事

（第１期）実施設計業務委託 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

実施設

計 

指
名14,056

R1.8.8

R2.6.15

82 

設備部

機械設

備課 

若松市民会館南北エリア大規模

改修機械工事 

(若松区本町三丁目 13 番 1 号) 

改修工

事 

一
般

173,008
R3.3.31

R4.3.25

83 

設備部

機械設

備課 

城野市民センター新築空調工事

(小倉南区富士見三丁目 1 番 3

号) 

新築工

事 

一
般

18,213
R2.7.2

R3.6.27

84 

設備部

機械設

備課 

城野市民センター新築機械工事

(小倉南区富士見三丁目 1 番 3

号) 

新築工

事 

指
名10,872

R2.7.9

R3.6.27

85 

設備部

機械設

備課 

本庁舎ボイラー設備改修工事 

(小倉北区城内 1 番 1 号) 

改修工

事 

一
般

43,258
R3.2.10

R3.9.9

86 

設備部

機械設

備課 

小池特別支援学校改築都市ガス

工事（第１期） 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

改築工

事 

随
意29,293

R2.12.24

R4.1.21

87 

設備部

機械設

備課 

小池特別支援学校改築昇降機設

置工事（第 1 期） 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

改築工

事 

指
名

22,990
R3.3.25

R4.1.21

88 

設備部

機械設

備課 

小池特別支援学校改築機械工事

（第 1 期） 

(若松区大字小敷 583 番地の 1)

改築工

事 

一
般276,375

R2.12.24

R4.1.21

89 

設備部

機械設

備課 

足原学童保育クラブ新築機械工

事 

(小倉北区足原二丁目 8 番 2 号)

新築工

事 

一
般12,717

R2.7.9

R3.4.9

計   89 件   6,895,942 千円
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別表２ 軽微な工事の抽出件数及び契約金額一覧表（建築都市局） 

部 名 課  名 

抽出工事 

摘  要 

件数 
契約金額 

（千円） 

計画部 都市交通政策課 1 2,365
・除草、清掃 

・造成 

・外壁補修 

・実施設計委託 

・内部改造 

・工事監理 

・照明LED化 

・ライトアップ 

・空調修理 

他 

都市再生推進

部 

都市再生企画課 1 2,365

都市再生整備課 2 154

折尾総合整備

事務所 

事業調整課 3 1,570

整備課 1 2,059

建築部 施設保全課 3 2,376

設備部 

電気設備課 5 7,354

機械設備課 3 5,764

計 19 24,007
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北九州市監査公表第１２号  

令和４年７月２９日  

北九州市監査委員  小 林 一 彦  

同         廣 瀨 隆 明  

 同         森 本 由 美 

同 渡 辺   均 

 地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づく定期監査を

行ったので、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

  今回の監査は、デジタル市役所推進室、企画調整局、総務局、市議会事務

局及び教育委員会の令和２年度及び令和３年度（令和３年４月から同年１０

月末日まで）の収入、支出、契約、財産管理等の財務事務及びその他の事務

の執行を対象とした。 

  なお、監査を計画していた学校の一部については、新型コロナウイルス感 

 染症の拡大により、教育委員会からの監査中止依頼を受け、検討の結果、実  

 査は行わないこととした。 

２ 監査の方法 

  上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行

されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに

関係職員から説明を聴取した。 

  なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和３年１１月５日から令和４年５月１９日まで 

４ 監査委員の除斥 

  森本由美監査委員及び渡辺均監査委員は、市議会事務局における政務活動

費等の監査については、地方自治法第１９９条の２の規定により除斥とした

。 

５ 監査の結果 

34



（１）デジタル市役所推進室                      

監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていた。

（２）企画調整局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていた。 

（３）総務局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていたが、一部に次のよう 

  な事項が認められた。これらについては、適正な措置を講じられたい。 

  ア その他事務 

  （ア）公の施設の指定管理業務について 

    （男女共同参画推進課） 

     令和２年度の男女共同参画施設等（北九州市立男女共同参画センタ

ー、北九州市立東部及び西部勤労婦人センター）の指定管理事務につ

いてみたところ、管理施設の改修及び修繕について、原則として市が

執行すべき１件１００万円以上のものを指定管理者が行っていたもの

があった。 

     男女共同参画施設等（北九州市立男女共同参画センター、北九州市

立東部及び西部勤労婦人センター）の管理運営に関する基本協定書第

１５条によれば、管理施設の改修及び修繕について、市の見積りによ

り１件１００万円以上のものは、市と指定管理者の協議により合意し

た場合を除き、市が実施するものとなっているが、協議した記録や決

裁は作成されていなかった。 

     また、新型コロナウイルス感染症流行に伴う施設の閉館により不用

となった光熱水費等を改修及び修繕経費に流用しているが、これにつ

いての協議の記録や決裁は作成されていなかった。 

     適正な事務処理をされたい。 

（４）市議会事務局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていたが、一部に次のよう 

  な事項が認められた。これらについては、適正な措置を講じられたい。 

  ア 契約事務 

  （ア）契約事務について 
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    （総務課） 

     市議会事務局総務課では、議会棟第６・７議員控室の登退庁盤が故

障したため、更新のための設置工事及び電気設備工事を発注したが、

他の議員控室の登退庁盤も故障したため、費用面を含めた抜本的な対

策を検討した。その結果、タッチパネル方式での全面更新を行うこと

となり、既に発注した設置工事と電気設備工事については契約変更に

より中止した。一方、当該工事では、電気部品の製作等が進行してい

たため、これらの部品については、今後、タッチパネルが故障した場

合や会派が増えた場合の予備品として市議会事務局で保管することと

した。 

     この部品の納品に関して、別途、工事請負業者と特命随意契約によ

り委託契約を締結していたが、工事契約の中止により生じた相手方の

損害については、市契約規則に基づく協議により補償することが可能

であり、単に部品の納品を目的とした委託契約であれば、特命随意契

約とする理由はない。 

     また、このような契約方法では、委託契約締結前に部品の製作に着

手させていたことになることや、工事契約に係る収入印紙代等の諸経

費を委託契約で負担することとなり不適切である。 

     市委託業務要綱では、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２

号及び第５号から第７号までの規定を適用して随意契約により契約を

締結する場合は、合理的な理由のある場合に限定し、安易に随意契約

によって契約をしないようにするものとするとされている。 

適正な事務処理をされたい。 

（５）教育委員会 

  監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていたが、一部に次のよう

な事項が認められた。これらについては、適正な措置を講じられたい。 

 ア 支出事務 

  （ア）備品購入手続きについて 

    （学校保健課） 

     令和２年度の学校給食関係の備品購入について、発注日が同一で、 

一括して発注が可能と考えられるものを、納入場所ごとに分割して発 

注していた。給食の提供に支障が生じないよう、学校から破損等の連 
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絡を受けた都度発注したとのことであるが、その結果、１者からの見

積書徴取で足りる随意契約となり、契約における競争性が確保されて

いなかった。 

     市契約規則では、予定価格が少額な契約の場合は随意契約を認めて 

おり、さらに、予定価格が一定額以下の場合は１者から見積書を徴し 

て契約できることとなっている。しかし、予定価格が規則等で定める 

金額の範囲内に収まるよう分割して契約することは、予算の適正な執 

行、また、経済的かつ効率的な執行の面からも適切でない。 

     給食の提供に支障が生じないよう在庫を確保する等の対応策を検討 

し、適正な事務処理をされたい。 

（イ）補助金等交付事務について 

    （学校保健課） 

     令和２年度北九州市学校保健会補助金（以下「補助金」という。） 

の交付事務について、北九州市学校保健会（以下「学校保健会」とい 

う。）の学校薬剤師部会事業にかかる実績報告書を見ると、教室にお 

けるホルムアルデヒド等揮発性有機化合物検査（以下「検査」という 

。）のための道具を購入していた。 

     この検査道具の購入に関し、学校保健課は検査道具の購入費を含む 

額を補助金額として確定していたが、当該検査は当初の補助金交付決 

定の内容には含まれておらず、変更交付申請の手続きも行われていな 

かった。 

     なお、当該検査は、市の事業として、公益社団法人北九州市薬剤師 

会に委託して実施している。 

     市補助金等交付規則では、補助事業等の内容、経費の配分または執 

行計画の変更をする場合は、市長の承認を受けることとされており、 

また、実績報告書の審査および必要に応じて行なう現地調査等により 

、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容お 

よびこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合 

すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、補助事業者 

に通知するものとされている。 

     適正な事務処理をされたい。 
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北九州市監査公表第１３号  

令和４年７月２９日  

北九州市監査委員  小 林 一 彦  

同         廣 瀨 隆 明  

 同         森 本 由 美 

同 渡 辺   均 

 地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を行ったの

で、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

（１） 財政援助団体 

今回の監査は、北九州市（以下「市」という。）が財政援助をしている 

教育委員会所管団体のうち、次の５団体を抽出し、令和２年度及び令和３ 

年度（令和３年４月から同年１０月末日まで）に交付した補助金等に係る

出納その他の事務の執行を対象とした。 

            （令和３年１０月３１日現在、単位：千円） 

補助金等交付団体名称 補助金等名称 
２年度 

交付額 

３年度 

交付額 
所管課 

学校法人東筑紫学園 

（照曜館中学校、東筑紫

学園高等学校） 

私立学校振興助成

補助金 
5,760    0 企画調整課 

学校法人折尾愛真学園 

（折尾愛真中学校、折尾

愛真高等学校）  

私立学校振興助成

補助金 
5,253    0 企画調整課 

学校法人福原学園 

（自由ヶ丘高等学校） 

私立学校振興助成

補助金 
5,188    0 企画調整課 

一般財団法人 

北九州市教職員互助会 

一般財団法人 

北九州市教職員互

助会補助金

9,087 7,500 教職員課 
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北九州市中学校体育連盟 

北九州市中学校体

育連盟運営費補助

金ほか 

4,839 5,520
生徒指導・ 

教育相談課 

  ※３年度交付額は、令和３年１０月３１日現在の交付済額。 

（２）公の施設の指定管理者 

今回の監査は、市が公の施設の管理を行わせている総務局及び教育委員 

  会所管の指定管理者のうち、次の２団体を抽出し、令和２年度及び令和３ 

年度（令和３年４月から同年１０月末日まで）の公の施設の管理に係る出

納その他の事務の執行を対象とした。 

指定管理者名 施設名 指定期間 所管課 

公益財団法人 

アジア女性交流・研

究フォーラム 

男女共同参画センター 
令和３年４月１日～ 

令和８年３月３１日 

総務局 

男女共同参

画推進課

株式会社 

図書館流通センター 

八幡図書館 

八幡図書館折尾分館 

八幡図書館八幡南分館

平成３１年４月１日～ 

令和６年３月３１日 

教育委員会

中央図書館

庶務課 

２ 監査の方法 

（１）財政援助団体 

   この監査は、北九州市監査基準に準拠して行ったが、新型コロナウイル

ス感染症の拡大により、教育委員会からの監査中止依頼を受け、検討の結

果、事前に提出を受けた関係書類等に基づいた調査とし、実査は行わない

こととした。 

（２） 公の施設の指定管理者   

監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行されているか等 

  を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに関係職員から 

  説明を聴取した。 

   なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和３年１１月５日から令和４年５月１９日まで 

39



４ 監査の結果 

（１）財政援助団体 

   監査に当たっては、補助金等がその目的に沿って適正に執行されている 

  か等に着目して実施した。 

   監査の結果、関係書類等を調査した限りにおいて、出納その他の事務は 

  、おおむね適正に処理されていた。 

（２）監査に当たっては、条例及び協定に沿って適正な管理が行われているか 

  等に着目して実施した。 

   監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 
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北九州市監査公表第１４号  

令和４年７月２９日  

北九州市監査委員  小 林 一 彦  

同         廣 瀨 隆 明  

 同         森 本 由 美 

同 渡 辺   均 

 地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を行ったの

で、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

  今回の監査は、北九州市（以下「市」という。）が資本金、基本金等の４

分の１以上を出資している団体のうち、次の４団体を抽出し、令和２年度及

び令和３年度（令和３年４月から同年１０月末日まで）の当該団体における

出納その他の事務の執行を対象とした。 

（１） 公益財団法人アジア成長研究所 

（２） 公益財団法人北九州国際交流協会 

（３） 公益財団法人アジア女性交流・研究フォーラム 

（４） 公益財団法人北九州市学校給食協会 

２ 監査の方法 

  上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行 

 されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに 

 関係職員から説明を聴取した。 

  なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和３年１１月５日から令和４年５月１９日まで
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４ 事業の概要及び監査の結果 

（１）公益財団法人アジア成長研究所 

  ア 事業の概要 

  （ア）目的 

     公益財団法人アジア成長研究所（以下「研究所」という。）は、ア

ジアの経済・社会問題の研究を行うとともに、アジアの発展に関わる

問題への知識と理解を深めることに貢献し、国際学術交流を促進する

ことを目的としている。設立は平成元年９月１日（平成２年１月１日

財団法人化）であり、平成２４年４月１日に公益財団法人へと移行し

た。 

  （イ）現況 

     研究所は、前記の事業目的を達成するため、アジアの経済・社会等

に関する調査・研究及びその成果の刊行、セミナー・研究会、市民向

け講座等の開催、国内外の研究機関、教育機関との研究協力・連携等

の事業を実施している。 

（ウ）組織 

     研究所の組織は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在） 

第三研究グループ  ６名 

評議員会 

  評議員 １０名 

監事  ２名 

事務局長 

１名 

事務局次長 

１名 

事務局職員 

５名 

理事会 理事１０名 

理事長(代表理事) １名 

所長 ※理事長/調査部長 

兼務

理事       ９名 

研究部長 

１名 

第一研究グループ  ８名 

（研究部長含む） 

第二研究グループ  ７名 

副所長  １名 

※研究部長兼務

調査部長 

１名 

調査グループ  ４名 
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  （エ）市との関係 

     市は、基本財産９億３，７３５万円のうち７億６，０３５万円（８

１．１％）を出捐しているほか、補助金等を令和２年度は１億２，１

１５万円、令和３年度は１０月までに１億５００万円を支出している 

    。 

  イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

研究所の令和２年度の収支状況を見ると、経常収益の合計額は１億３ 

，４０５万円となっており、前年度と比べて２，３４５万円減少した。

この主な理由は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会議や学会の開

催の減により北九州市からの補助金収入が減少したこと等による。 

また、経常費用の合計額は１億２，９３５万円となっており、前年度

と比べて３，０８７万円減少した。この主な理由は、研究員の欠員によ

り給料手当が減少したこと及び会議・学会等の減により旅費交通費が減

少したこと等による。 

その結果、当期一般正味財産増減額と当期指定正味財産増減額に前期

末の正味財産期末残高を加えた当期の正味財産期末残高は、１０億３，

３０２万円となっており、前年度と比べて２２６万円減少した。 

研究所の経常収益は、事業収入や会費収入等自主財源の割合が低く、

依然として市の補助金に対する依存度が高い状況が続いている。 

令和３年度から始まった新たな５年間の中期計画においては、研究に

おける外部資金の獲得について、一層の努力を行うこととしている。 

今後とも、市以外からの外部資金の獲得の拡大等に取り組み、財務体

質の改善を図るとともに、研究成果を地域社会へ還元することで本市の

発展に寄与することが望まれる。 
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（２） 公益財団法人北九州国際交流協会                  

  ア 事業の概要 

（ア）目的 

  公益財団法人北九州国際交流協会（以下「交流協会」という。）は

、北九州市及び周辺地域における多文化共生の社会づくりを推進する

とともに、幅広い市民による国際交流活動を推進することにより諸外

国との相互理解と友好親善を深め、もって国際平和に貢献することを

目的として、平成２年７月２５日に設立された財団法人であり、平成

２４年１０月１日に公益財団法人へと移行した。 

（イ）現況 

  近年、留学生や技能実習生の増加などにより、本市の外国人市民は

年々増加しており、国籍も多様化している。また、「出入国管理及び

難民認定法」の改正による新たな在留資格「特定技能」が創設され、

本市においても、今後ますます外国人市民は増えていくと考えられて

いる。このため、外国人市民が地域住民として、日本人市民と対等に

活躍できる多文化共生の社会づくりが非常に重要となっている。 

このような中、平成２５年３月に今後の指針となるべき交流協会の

長期ビジョンとして「多文化を受け入れ世界に開かれた魅力ある地域

づくりと人づくり」を策定した。 

この長期ビジョンの下、令和３年３月に「新中期計画（令和３年４

月～令和８年３月）」を新たに策定し、「ポストコロナ時代を見据え

た外国人市民のコミュニケーション環境の充実」、「外国人市民によ

る地域の活性化やグローバル化への貢献」、「地域社会への外国人市

民の積極的な参画と多様な担い手の確保」の３つの目標を掲げ、事業

の展開に取り組んでいる。 
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（ウ）組織 

   交流協会の組織は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在） 

（エ）市との関係 

   市は、基本財産３億円を全額出捐するほか、外国人市民の相談事業

等に対する補助金を令和２年度は６，１１２万円、令和３年度は１０

月までに５，１３２万円支出している。また、市は、コミュニティ通

訳派遣業務等に係る委託料を令和２年度は３７１万円支出している。 

イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

交流協会の令和２年度の収支状況は、前年度に引き続きほぼ均衡して

いる。しかしながら、市からの補助金等が収入の大半を占めていること

から、各種事業をより一層効果的に行うなどして経営の効率化を図るこ

とが求められる。 

今後も、外国人市民の増加・多国籍化の流れの中で、中間支援組織と

して外国人市民の支援、多文化共生の促進等に取り組まれたい。 

理事会 ５人 

 理 事 長（１） 

 専務理事（１） 

 理 事（３） 

総 務 課  ４人 

評 議 員 会 ５人 

監   事 ２人 

事業推進課 １３人 

国際理解推進員１人 その他 

事務局長（専務理事兼務） 
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（３）公益財団法人アジア女性交流・研究フォーラム 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

     公益財団法人アジア女性交流・研究フォーラム（以下「フォーラム

」という。）は、市の「ふるさと創生事業」として選定され、平成２

年１０月２０日に設立された。平成５年１０月１日に労働省（現厚生

労働省）認可の財団法人となり、平成２５年４月１日には内閣府の認

定を受け公益財団法人に移行した。 

フォーラムは、日本及び他のアジア諸国のジェンダー（社会的性別

）問題に関する調査研究及び国際交流等を行うとともに、男女共同参

画社会の形成の推進に関する取り組みを支援することにより、女性の

地位向上及び男女共同参画社会の形成の推進を図り、もって、日本及

び他のアジア地域相互の発展に寄与することを目的としている。 

（イ）現況 

     フォーラムは、前記の事業目的を達成するため、「公益目的事業Ⅰ

：日本及びアジア地域のジェンダー問題に関する調査研究、国際協力

・交流等を通じて女性の地位向上を図る事業」として、調査・研究事

業、交流・研修事業及び情報収集・発信事業、国際研修事業を実施す

るとともに、「公益目的事業Ⅱ：男女共同参画に関する事業を通じて

男女共同参画社会の形成を推進する事業」として、市立男女共同参画

センターの指定管理事業と自主事業を実施している。また、「その他

事業Ⅰ：北九州市大手町ビル維持管理事業」として、北九州市大手町

ビルの維持管理事業を、「その他事業Ⅱ：市立男女共同参画センター

の公益目的以外の貸与事業」として、市立男女共同参画センターを公

益目的以外に使用する団体等に対する施設貸与事業を実施するととも

に、「法人事業」として、法人の運営を実施している。 

     なお、令和２年度まで市立男女共同参画センターとともに指定管理

事業と自主事業を実施していた市立勤労婦人センター（東部・西部）

については、令和３年３月３１日をもって閉館となったため、業務を

終了した。 

46



（ウ）組織 

     フォーラムの組織は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在）  

（事務局）

（専務理事兼務）

（交流研究部長兼務）

（男女共同参画センター）

（専務理事兼務） （総務部長兼務）

（交流研究部長兼務）

４人

５人

情報課

事業課事業部長 １人

交流研究部長 １人

１人

所長 １人 管理部長 １人 ６人施設運営課

コーディネーター

顧問 ２人

事務局長 １人 総務部長 １人

評議員 １０人

監事 ２人

理事長 １人

専務理事 １人

理事 ６人

相談室 ３人

総務課

国際交流課

企画広報課

研究室

４人

２人

２人

２人

（エ）市との関係 

     市は、フォーラムの設立に当たり、基本財産３億２，９３５万円の

９１．１％、３億円を出捐しているほか、フォーラムの運営に対する

補助金を支出するとともに、平成１８年度から指定管理者としてフォ

ーラムに市立男女共同参画センターの管理運営を行わせている。平成

２３年度から令和２年度までは、市立勤労婦人センター（東部・西部

）についてもフォーラムを指定管理者とし、３館を一括して管理運営

を行わせている。 

令和２年度、市はフォーラムに補助金３，９００万円、委託料３億

５，４５５万円を支出している。 

また、令和３年度は、１０月末までに補助金３，６００万円、委託

料１億５，５１１万円を支出している。 
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イ 監査の結果 

    監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

    フォーラムの令和２年度の収支状況を見ると、経常収益の合計額は４ 

億６５６万円となっており、前年度と比べて２５９万円減少した。この

主な理由は、指定管理施設自主事業収益が減少したことなどによる。 

    また、経常費用の合計額は４億６０４万円となっており、前年度と比

べて７２８万円減少した。この主な理由は、光熱水費及び委託料が減少

したことなどによる。 

    その結果、当期一般正味財産増減額と当期指定正味財産増減額に前期

末の正味財産期末残高を加えた当期の正味財産期末残高は、３億６，２

０３万円となっており、前年度と比べて微増となった。 

フォーラムの経常収益は、事業収入等の自主財源の割合が低く、市か

らの補助金及び委託金に対する依存度が高い状況が続いており、より一

層効率的な事業運営が求められている。 

今後とも、健全な財政運営に努め、市の政策課題である男女共同参画

基本計画を踏まえた事業を実施し、その成果を多くの市民に還元して、

男女共同参画を一層推進していくことが望まれる。 
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（４）公益財団法人北九州市学校給食協会 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

公益財団法人北九州市学校給食協会（以下「給食協会」という。）

は、市立学校の学校給食事業の充実発展と、その運営の円滑を図るこ

とを目的として、昭和５０年４月１日に設立された法人である。公益

財団法人へは平成２５年４月１日に移行した。 

（イ）現況 

給食協会は、前記の事業目的を達成するため、市立の小学校・中学

校・特別支援学校の学校給食に要する物資の調達・配給・物資代金の

徴収支払に関する事業、学校給食実施上必要な調査・研究に関する事

業、並びに学校給食の普及奨励に関する事業を実施している。 

具体的には、学校給食用物資の安全で安定的な確保のために、物資

納入業者の審査・選定・登録や衛生管理指導、市が作成する献立に基

づく適正品の選定、共同購入、検査・検収等を行うとともに、児童に

対して食についての意識を育むため市内産青果物の収穫体験や給食交

流会などを実施している。 

（ウ）組織 

給食協会の組織及び職員数は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在） 

（エ）市との関係 

市は、給食協会の設立に当たり、基本財産５００万円を全額出捐す

るとともに、事業運営費の補助として、令和２年度は１億６，１３４

万円、令和３年度は１０月末までに２，１５９万円を支出している。 

【理事会】 

理 事 長 1 人 事 務 局 6 人

監 事 2 人評議員 6 人

理  事 6 人 
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なお、令和２年度は、新型コロナウイルスの影響により給食が一時

休止されたことから、給食材料の調達や保管に係る経費の補償が生じ

たため、事業運営費の補助金額が大幅に増加した。 

イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

給食協会の令和２年度の収支状況を見ると、経常収益の合計額は、３

０億５，５５７万円となっており、給食費受入収益が減少したことなど

から、前年度と比べて３，９６８万円減少した。 

経常費用の合計額は、３０億４，９９４万円となっており、給食材料

費が減少したことなどから、前年度と比べて４，４１０万円減少した。 

その結果、当期一般正味財産増減額と当期指定正味財産増減額に前期

末の正味財産期末残高を加えた当期の正味財産期末残高は、１，９５５

万円となっており、前年度と比べて３８８万円増加した。 

当期は、新型コロナウイルス感染症の影響による給食の休止期間があ

ったことから、例年と比べて収支の内容に変化があったものの、給食協

会の経常収益の９割以上は、給食費受入収益で占められている。このた

め、安定的な財務運営を行うためには、給食費受入収益の範囲内で計画

的に予算執行を行っていくことが求められる。 

今後とも、健全な財政運営に努め、市、学校等と緊密に連携し、安全

で安定的な学校給食事業の更なる充実発展に寄与することを期待する。 
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北九州市監査公表第１５号  

令和４年７月２９日  

北九州市監査委員  小 林 一 彦  

 同         廣 瀨 隆 明  

 同         森 本 由 美 

同 渡 辺   均 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づく定期監査を

行ったので、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

今回の監査は、産業経済局、公営競技局及び農業委員会事務局の令和２年

度及び令和３年度（令和３年４月から同年１０月末日まで）の収入、支出、

契約、財産管理等の財務事務及びその他の事務の執行を対象とした。 

２ 監査の方法 

  上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行 

されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに

関係職員から説明を聴取した。 

  なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和３年１１月５日から令和４年５月１９日まで 

４ 監査の結果 

（１）産業経済局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていたが、一部に次のよう

な事項が認められた。これらについては、適切な措置を講じられたい。 

ア その他事務 

（ア）拾得物の取扱いについて 

    （渡船事業所） 

     渡船事業所（若戸航路）における拾得物の取扱い状況を確認したと

ころ、拾得物の一部について警察署長への提出を怠っていた。 

51



     また、拾得物に係る処理経過を合理的に跡付け、又は検証すること

ができる文書（拾得物記録簿等）を作成、保存していなかった。 

     遺失物法では、施設占有者は、拾得物を遺失者に返還し、又は警察

署長に提出することとされている。 

     市文書管理規則では、事案の決定に当たっては、文書等を作成して

行わなければならず、文書等は、必要に応じて迅速に利用することが

できるように保存しなければならないとされている。 

     適正な事務処理をされたい。 

（２）公営競技局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていた。 

（３）農業委員会事務局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていた。 
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北九州市監査公表第１６号  

令和４年７月２９日  

北九州市監査委員  小 林 一 彦  

同         廣 瀨 隆 明  

                 同         森 本 由 美  

同         渡 辺   均  

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を行ったの

で、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

（１）財政援助団体 

今回の監査は、北九州市（以下「市」という。）が財政援助をしている

産業経済局所管団体のうち、次の２団体を抽出し、令和２年度及び令和３

年度（令和３年４月から同年１０月末日まで）に交付した補助金等に係る

出納その他の事務の執行を対象とした。 

（令和３年１０月３１日現在、単位：千円） 

補助金等 

交付団体名称 
補助金等名称 

２年度 

交 付 額 

３年度 

交 付 額 
所管課 

北九州市国内観

光客等誘致促進

協議会 

北九州市国内観光客

等誘致促進協議会負

担金 

529,080 252,602 観光課 

北九州市にぎわ

いづくり懇話会 

情報誌「雲のうえ」

都市イメージアップ

事業補助金 

8,722 10,510
ＭＩＣＥ

推進課 

※３年度交付額は、令和３年１０月３１日現在の交付済額。 

（２）公の施設の指定管理者 

今回の監査は、市が公の施設の管理を行わせている産業経済局所管の指

定管理者のうち、次の３団体を抽出し、令和２年度及び令和３年度（令和

３年４月から同年１０月末日まで）の公の施設の管理に係る出納その他の

事務の執行を対象とした。 

53



指定管理者名 施設名 指定期間 所管課 

ｆａｂｂｉｔ共

同事業体 

北九州テレワーク

センター 

平成 30 年 4 月 1 日～ 

令和 5 年 3 月 31 日 

スタート

アップ 

推進課 

北九州まちづく

りマネジメント

チーム共同事業

体 

北九州市小倉城（

「しろテラス」を

含む） 

小倉城庭園 

平成 31 年 4 月 1 日～ 

 令和 4 年 3 月 31 日 
観光課 

株式会社ビービ

ーディオー・ジ

ェイ・ウェスト

・アクティオ株

式会社共同企業

体 

北九州市関門海峡

ミュージアム 

北九州市旧大阪商

船 

北九州市旧門司三

井倶楽部 

北九州市門司港レ

トロ観光物産館 

北九州市門司港レ

トロ展望室 

北九州市門司港レ

トロ駐車場 

北九州市大連友好

記念館 

平成 30 年 4 月 1 日～ 

 令和 5 年 3 月 31 日 

門司港 

レトロ課 

２ 監査の方法  

（１）財政援助団体 

監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行されているか等

を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに関係職員から

説明を聴取した。 

なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

（２）公の施設の指定管理者 

監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行されているか等

を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに関係職員から

説明を聴取した。 

なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 
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３ 監査の期間 

令和３年１１月５日から令和４年５月１９日まで 

４ 監査の結果 

（１）財政援助団体 

監査に当たっては、補助金等がその目的に沿って適正に執行されている

か等に着目して実施した。 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

（２）公の施設の指定管理者 

   監査に当たっては、条例及び協定に沿って適正な管理が行われているか

等に着目して実施した。 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 
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北九州市監査公表第１７号  

 令和４年７月２９日  

北九州市監査委員  小 林 一 彦  

同         廣 瀨 隆 明  

                 同         森 本 由 美  

同         渡 辺   均  

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を行ったの

で、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

今回の監査は、北九州市（以下「市」という。）が資本金、基本金等の４

分の１以上を出資している団体のうち、次の６団体を抽出し、令和２年度及

び令和３年度（令和３年４月から同年１０月末日まで）の事業における出納

その他の事務の執行を対象とした。 

（１）公立大学法人北九州市立大学 

（２）公益財団法人北九州観光コンベンション協会 

（３）公益財団法人北九州産業学術推進機構 

（４）株式会社北九州輸入促進センター 

（５）皿倉登山鉄道株式会社 

（６）公益財団法人福岡県豊前海漁業振興基金 

２ 監査の方法  

上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行

されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに

関係職員から説明を聴取した。 

なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和３年１１月５日から令和４年５月１９日まで 

４ 事業の概要及び監査の結果 

（１）公立大学法人北九州市立大学 

  ア 事業の概要 
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  （ア）目的 

     公立大学法人北九州市立大学（以下「市立大学」という。）は、大

学を設置し、管理することにより、産業技術の蓄積、アジアとの交流

の歴史及び環境問題への取組といった北九州地域の特性を活かし、豊

かな未来に向けた開拓精神に溢れる人材の育成及び地域に立脚した高

度で国際的な学術研究拠点の形成を図り、もって地域の産業、文化及

び社会の発展並びに魅力の創出に寄与するとともに、アジアをはじめ

とする世界の人類及び社会の発展に貢献することを目的としている。 

（イ）現況 

市立大学は、昭和２１年に旧小倉市により創立された小倉外事専門

学校を前身として、以後、学部の増設、再編を図りながら平成１７年

４月１日に公立大学法人へ移行した。現在、外国語学部、経済学部、

文学部、法学部、国際環境工学部、地域創生学群の５学部１学群及び

大学院で構成され、令和３年５月１日現在の学生数は６，７８９人と

なっている。 

令和２年度では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応する

ため、履修面や経済面から学生支援に取り組むとともに、ＩＣＴ環境

の整備等を行った。 

  （ウ）組織 

     市立大学の組織は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在） 
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（エ）市との関係 

市は、市立大学の設立に当たり、資本金１８３億２０万円を全額出

資するとともに、大学運営に当たり、令和２年度は、運営費交付金を

２２億６，６３９万円、施設整備補助金を２億１，２１０万円支出し、

令和３年度は１０月までに運営費交付金を１７億４，３９３万円、施

設整備補助金を２億１６０万円支出している。 

  イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務の執行は、おおむね適正に処理されて

いた。 

市立大学の令和２年度（第１６期）の収支状況を見ると、新型コロナ

副理事長 

１人 

監 事 

２人 

理 事 

( 学 内 ) 

３人

学部等(５学部＋ 

１学群) １９６人 

大学院（４研究科）

９人 

付属施設等（12 施

設）        ５５人 

理 事 

( 学 外 ) 

２人 

理 事 長 

１人 

役員

副学長 

(理事)

副学長 

１人 

事務局（10 課） 

２１０人 

副学長 

(理事) 

は兼任 

事務局長 

(理事)

副学長 

１人 

学 長 

(副理事長)

参 事

１人
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ウイルス感染症の感染防止対策や学生支援に要する経費等が増加したも

のの、維持管理経費等の減少や運営費交付金、寄付金収入の増加などに

より、経常利益は、前年度と比べて５，６１６万円増加の３，３１４万

円、目的積立金取崩収入を加味した総利益は、前年度と比べて１億５１

９万円増加の２億４，１１６万円となった。 

    市立大学は、平成２９年度から令和４年度までの６年間を第３期中期

目標期間と定め、厳しい大学間競争の中、質の高い教育・研究や大学の

個性化の推進等に積極的に取り組み、持続可能な大学運営を目指すこと

としている。 

今後とも、人口減少と高齢社会の到来やグローバル化の進展など時代

が抱える課題を踏まえながら、地域や社会の発展に主体的に貢献できる

人材の育成や地方創生推進のための地域の活性化などに取り組まれるこ

とを期待する。 
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（２）公益財団法人北九州観光コンベンション協会 

  ア 事業の概要 

  （ア）目的 

     公益財団法人北九州観光コンベンション協会（以下「協会」という

。）は、内外の工業製品等の展示紹介を通じて西日本地域の産業の高

度化と貿易の振興、北九州市における観光事業の健全な振興に資する

とともに、コンベンションの誘致や支援等を通じて地域の活性化及び

文化の向上に資し、もって北九州地域を中心とするわが国経済及び文

化の健全な発展と、不特定多数の者の利益の増進に寄与することを目

的として設立された法人である。 

     平成２９年４月１日に「公益社団法人北九州市観光協会」と合併、

統合し、法人名を従来の「公益財団法人西日本産業貿易コンベンショ

ン協会」から現在の名称に変更した。 

  （イ）現況 

     協会は、前記の事業目的を達成するため、西日本総合展示場本館、

西日本総合展示場新館及び北九州国際会議場を一体的に管理・運営し

ながら、各種見本市・展示会の開催や会議・大会等の誘致を行ってい

る。 

     また、観光都市北九州の広報ＰＲや市域への観光客の誘致事業、滞

在化促進事業等を行っている。 

  （ウ）組織等 

     協会の組織及び職員数は、次のとおりである。 
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（令和３年１０月３１日現在） 

理事会                 総務部長        総務課（５人） 

 理事長   １人                                営業課（３人） 

 専務理事  １人                           サービス課（１２人） 

 理事    ７人   事務局長     

観光事業部長  総務企画課（７人） 

   監事    ２人                    観光振興課（２人） 

事業調整官             物産振興課（１３人）  

                      誘致部長        ＭＩＣＥ推進課（２人） 

 評議員   ９人                               コンベンション誘致課（５人） 

 事業部長    事業課（６人） 

                             イベント事業課（２人） 

  （エ）市との関係 

     市は、基本財産２１億７４３万円のうち１６億５，０００万円（７

８．３％）を出捐しているほか、西日本総合展示場新館及び北九州国

際会議場の管理運営について、協会を指定管理者としている。 

     令和２年度は委託料３億８，００４万円、令和３年度は１０月末ま

でに委託料１億５，５０９万円を支出している。 

  イ 監査の結果 

    監査の結果、出納その他の事務の執行は、おおむね適正に処理されて

いた。 

    協会の令和２年度の収支状況を見ると、経常収益の合計額は９億５，

０９０万円となっており、前年度と比べて３億５，０３８万円減少した

。また、経常費用の合計額は９億６，２７５万円となっており、前年度

と比べて２億７０２万円減少した。これらは、新型コロナウイルス感染

症の影響により、主催・共催事業のほとんどがオンライン開催、あるい

は開催中止となったことなどによるものである。 
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    その結果、当期一般正味財産増減額と当期指定正味財産増減額に前期

末の正味財産期末残高を加えた当期の正味財産期末残高は、３６億７，

３９４万円となっており、前年度と比べて５，５３５万円減少した。 

    協会は、西日本屈指のＭＩＣＥ開催拠点の一体的運営により、ＭＩＣ

Ｅを推進するとともに、国内外の観光客誘致・滞在化を促進し、産業振

興・国際化並びに観光振興の推進・にぎわいづくりで、本市の政策を支

援している。 

    今後とも、積極的に展示会の開催や会議・大会の誘致、営業活動等を

展開し、本市の経済及び文化の発展を支えるとともに、観光事業への取

組を通じて、にぎわいと活力あふれるまちづくりに貢献することを期待

する。 
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（３）公益財団法人北九州産業学術推進機構 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

公益財団法人北九州産業学術推進機構（以下「推進機構」という。

）は、平成１３年３月１日に設立され、平成３０年４月１日に公益財

団法人九州ヒューマンメディア創造センターを合併し、北九州地域（

北九州市及びその周辺地域）における産学官連携や情報通信技術の利

活用による研究開発及び学術研究の推進等により、産業技術の高度化

及び活力ある地域企業群の創出・育成に寄与することを目的としてい

る。 

なお推進機構は、平成２４年４月１日に公益財団法人に移行した。 

（イ）現況 

    推進機構は、前記の事業目的を達成するため、平成１３年４月に地

域の産業を支える知的基盤として開設された北九州学術研究都市を中

心に、大学・研究機関と産業界の連携推進や、中小企業・ベンチャー

企業への総合的な支援を行っている。 

令和２年度は、産業用ロボットの導入支援及び「北九州市デジタル

化サポートセンター」創設による地域のデジタル化支援等、生産性向

上のための支援を積極的に行うことにより、自立できる産業づくりに

向けたミッションに取り組んだ。 

  （ウ）組織 

    推進機構の組織及び職員数は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在） 
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（エ）市との関係 

     市は、基本財産２億８，５５０万円のうち２億円（７０．１％）を

出捐しているほか、推進機構の事業に対する補助金を支出するととも

に、学術研究都市等の管理運営について推進機構を指定管理者として

いる。 

市は、令和２年度に補助金４億６９１万円、委託料８億２６３万円

を支出している。また、令和３年度１０月末までに補助金４億２，２

７５万円、委託料４億３，１５３万円を支出している。 

  イ 監査の結果 

    監査の結果、出納その他の事務の執行は、おおむね適正に処理されて

いた。 

    推進機構の令和２年度の収支状況を見ると、経常収益の合計額は１８

億３，８１６万円となっており、前年度と比べて１億７３万円減少した

。 

経常費用の合計額は、１７億９，４９３万円となっており、前年度と

比べて１億１，６８４万円減少した。 

その結果、当期一般正味財産増減額と当期指定正味財産増減額に前期

末の正味財産期末残高を加えた当期の正味財産期末残高は、１９億２１

２万円となっており、前年度と比べて１億７７万円減少した。これは、

主に基本財産のうち１億円を取崩し、市に返還したことによるものであ

事 務 局 １９人 

監 事  ２人 

イノベーションセンター ２２人 

自動車エレクトロニクスグループ２人

理事長   １人 

専務理事 １人 

理 事  ６人 

情報産業振興グループ ６人 

評議員  ９人 

副理事長 １人 

ロボット技術センター  ５人 

中小企業支援センター ３人 
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る。 

推進機構は、自立できる産業づくりに向けて、北九州学術研究都市学

術研究施設の一体的運営や、産学官連携による研究開発から事業化への

支援に加え、ロボットやＩｏＴの活用等による地域企業の生産性向上、

ＤＸ推進事業による地域企業へのデジタル化支援、産業技術の高度化、

地域企業の創出・育成等に取り組んでいる。

今後とも、北九州地域の総合的な産業支援機関として、本市の産業振

興、発展に寄与することを期待する。 
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（４）株式会社北九州輸入促進センター 

  ア 事業の概要 

  （ア）目的 

     株式会社北九州輸入促進センター（以下「ＫＩＰＲＯ」という。）

は、北九州市地域輸入促進計画に掲げられた、輸入・物流促進の中核

施設であるアジア太平洋インポートマート流通センター棟（ＡＩＭビ

ル）の設置・運営主体として、平成５年４月２６日、国、福岡県、市

及び地元を中心とする民間企業など、官民の共同出資により設立され

た法人である。 

  （イ）現況 

     ＫＩＰＲＯは、前記の事業目的を達成するため、ＡＩＭビルの管理

・運営、国際ビジネス全般のサポートサービス事業等を行っている。 

     ＡＩＭの入居率は、９４．３％（令和３年１０月３１日現在）であ

る。 

（ウ）組織 

ＫＩＰＲＯの組織及び職員数は、次のとおりである。 

 （令和３年１０月３１日現在） 

代表取締役社長 

  １人 

取締役 

 ６人 

社員   ２人 

嘱託社員 ７人 

派遣社員 １人 

監査役 

（常勤） １人 

（非常勤）３人 

66



（エ）市との関係 

市は、ＫＩＰＲＯの設立に当たり、資本金６６億円のうち１８億７

，７７０万円（２８．４５％）を出資している。 

イ 監査の結果 

    監査の結果、出納その他の事務の執行は、おおむね適正に処理されて

いた。 

    ＫＩＰＲＯの令和２年度（第２８期）の収支状況を見ると、経常利益

は、ＡＩＭビルの老朽化に伴う修繕費の増加などから、前年度と比べて

２７７万円減少の２億２，０４８万円、当期純利益は、前年度と比べて

１，２７３万円増加の１億５，１６７万円となった。この結果、令和２

年度末の累積損失（利益剰余金のマイナス）は６億５，５９３万円とな

った。 

    ＫＩＰＲＯは、ＡＩＭビルの管理・運営実施主体として、国際ビジネ

スサポート等を目的に不動産賃貸事業などを実施し、地域経済の活性化

や国際化に寄与しながら、１０期連続の黒字を達成している。 

    今後も、積極的なテナント誘致活動や入居テナントに対するサービス

の充実を図り、ＡＩＭビルの入居率の確保に努めるとともに、築後２３

年を経過した建物の長期修繕計画を着実に実行し、経営改善に向けた取

組を一層進めることを期待する。 
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（５）皿倉登山鉄道株式会社 

  ア 事業の概要 

 （ア）目的 

     皿倉登山鉄道株式会社（以下「会社」という。）は、鉄道事業法に

よる運輸業、旅客誘致設備等の管理運営、及びこれらに付帯し又は関

連する業務を営み、皿倉山頂エリアへの公共交通機関として観光客の

誘致を図るとともに、市民の健全なレクリエーションの場を提供する

ことを目的として、昭和３２年３月１日に設立された法人である。 

     なお、平成２７年４月１日に、会社名を従来の「帆柱ケーブル株式

会社」から現在の名称に変更している。 

  （イ）現況 

     会社は、前記の事業目的を達成するため、鋼索鉄道（ケーブル）事

業を行っていたが、平成２４年１０月、ケーブルカー、軌道、駅舎等

の施設を市へ譲渡し、この施設を借受けて運行する方式に移行した。 

     また、平成１９年１２月からは、市が所有する施設であるスロープ

カーの運行及び展望台の運営管理を行っている。 

     令和２年度の施設利用者は、ケーブルカーで１８７，１００人、ス

ロープカーで１７９，１１９人となった。 

  （ウ）組織 

     会社の組織及び職員数は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在） 

※ その他非常勤職員３３人

代表取締役社長 

取 締 役   ５人 

総務営業課 ３人 

運輸課    ５人 

監 査 役   ２人 

総務部長 
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（エ）市との関係 

     市は、資本金１，０００万円全額を出資しているほか、軌道敷等補

修工事、橋梁改修、ケーブルカー・リフト施設改修の資金を貸し付け

ており、令和２年度末貸付残高は４，６１０万円となっている。 

     また、皿倉地区観光振興事業、皿倉山頂展望台管理運営業務、車両

整備業務等を委託し、令和２年度は４，７６５万円、令和３年度は１

０月末までに１，０６３万円の委託料を支出している。 

  イ 監査の結果 

    監査の結果、出納その他の事務の執行は、おおむね適正に処理されて

いた。 

    会社の令和２年度の経営状況を見ると、経常利益は、営業外収益の増

加などにより、前年度と比べて１７０万円増加の４６１万円、当期純利

益は、前年度と比べて１６９万円増加の４５３万円となっている。 

    会社では、平成２２年度からの経営改善計画に基づく様々な施策の成

果により、平成２４年度以降毎年安定して利益を計上しており、経営の

効率化、利用者サービスの向上、皿倉山の観光振興などに継続的に取り

組んでいる。 

    今後とも、積極的な集客活動展開による増客・増収を目指すとともに

、安全運行の遵守と事業継続のための人材育成にも努めながら、本市の

観光振興、にぎわいづくりに貢献することを期待する。 

69



（６）公益財団法人福岡県豊前海漁業振興基金 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

公益財団法人福岡県豊前海漁業振興基金（以下「豊前海基金」とい 

う。）は、福岡県、市及び周防灘に面する行橋市ほか１市３町等の出

捐金をもって基金を創設し、豊前海漁業の振興を図るための事業を行

うことにより、漁業経営の安定と地域経済の発展に寄与することを目

的として設立された。 

 なお、豊前海基金は平成２５年４月に公益財団法人に移行した。 

（イ）現況 

    豊前海基金は、前記の事業目的達成に向け、豊前海における裁培漁 

業や資源管理型漁業を推進するための助成事業を行っており、令和２ 

年度は、関係団体へ４，０７８万円の助成金を支出した。 

（ウ）組織 

    豊前海基金の組織及び職員数は、次のとおりである。 

（令和３年１０月３１日現在） 

（エ）市との関係 

     市は、基本財産２０億３，０００万円のうち５億７，０００万円（ 

２８．１％）を出捐するとともに、令和２年度は、福岡県豊前海漁業

振興基金強化育成費補助金を４１０万円支出し、令和３年度は、同補

助金を１０月末までに３７０万円支出している。 

監事  ２人 評議員 ６人 

 事務局長  １人 

理事長   １人 

 理事    ７人 
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イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務の執行は、おおむね適正に処理されて 

いた。 

    豊前海基金の令和２年度の収支状況を見ると、経常収益の合計額は５

，６３０万円となっており、前年度と比べて１２６万円増加した。 

経常費用の合計額は、５，６０２万円となっており、前年度と比べて

１１２万円増加した。 

その結果、当期一般正味財産増減額と当期指定正味財産増減額に前期

末の正味財産期末残高を加えた当期の正味財産期末残高は、２４億４，

０７８万円となっており、前年度と比べて９，７４６万円減少した。こ

れは、主に基本財産評価損７，８２３万円を計上したことによるもので

ある。  

豊前海基金は、基金から生じる運用益等により、豊前海の栽培漁業や

資源管理型漁業の推進をはじめ、漁業者の育成や海洋環境の保全等の取

組に対し、関係団体への助成を行っている。 

今後とも、本市水産振興事業の補完的役割として、豊前海漁業の振興

を図り、地域漁業の経営安定等に寄与することを期待する。 
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北九州市監査公表第１８号

令和４年７月２９日 

北九州市監査委員  小 林 一 彦 

同         廣 瀨 隆 明 

同         森 本 由 美 

同         渡 辺   均 

監査委員の監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方

自治法第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 

１ 監査の種類 

定期監査(工事監査) 

２ 措置を講じた局等 

上下水道局 

３ 監査の期間 

令和３年５月１４日から令和３年１２月１６日まで 

４ 監査公表の時期 

令和４年２月２１日（令和３年監査公表第１号） 
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５ 監査の結果に基づく措置状況 

（１）上下水道局 

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ア 工事費の積算について 

（下水道整備課） 

［３９］津田新町二丁目地内管渠築造

工事 

本工事は、小倉南区津田新町二丁目

において、下水道未普及地域の整備を

行うため、汚水管を開削及び推進工に

て布設するものである。 

推進工については、施工延長が２０

ｍを超えたため、工法を「鋼製さや管

（泥水式）推進工」に変更するととも

に、工事費の積算は「推進工法用設計

積算要領」を適用して複数の代価表を

作成し、それらを複合して行っている

。 

しかし、推進工の挿入用塩ビ管の代

価表において、労務費及び材料費の数

量を誤って計上した結果、過大な積算

となっていた。 

工事費の積算は、適正に行われたい

。 

今回の指摘は、設計変更に伴う工事

費の積算にあたり、推進工法の代価表

の構成及び計上すべき数量を正確に理

解できていなかったこと、及び、設計

変更時に新たに作成された代価表につ

いて、監督課及び起工課における確認

が不十分であったことが原因で生じた

ものである。 

今後、同様の間違いが生じないよう

に、設計変更時の確認事項に特化した

チェックポイント表を新たに作成し、

令和３年１０月２２日に運用を開始し

た。 

今回の指摘事項及び上記のチェック

ポイント表の運用について、令和３年

１０月２９日開催の「下水道整備課（

起工課）事務改善会議」にて研修を行

うとともに、１１月１２日に東西工事

事務所下水道課（監督課）に対して研

修を行い、周知徹底を図った。 

また、１２月８日には、イントラネ

ット上の技術監理局情報ページに掲載

されている「積算自主学習テキスト」

に、今回の指摘を基に作成した問題を

追加掲載した。 

注・・［ ］内の数字は、令和３年監査公表第１号の別表３ 本工事抽出一覧表の番号を示す 
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北九州市監査公表第１９号  

令和４年７月２９日  

 北九州市監査委員   小 林 一 彦  

 同                 廣 瀨 隆 明  

 同                 森 本 由 美  

                 同         渡 辺   均  

 監査委員の監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方

自治法第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 

１ 監査の種類 

  定期監査 

２ 措置を講じた局 

  財政局 

３ 監査の期間 

  令和３年７月９日から令和４年２月３日まで 

４ 監査公表の時期 

  令和４年２月２１日（令和４年監査公表第３号） 
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５ 監査の結果に基づく措置状況 

（１）財政局 

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ア 収入事務 

（ア）歳入の会計年度所属区分につい

 て 

  （西部市税事務所市民税課・固定

資産税課） 

 市税事務所の市税証明書発行及び固

定資産台帳閲覧等に係る徴税手数料収

納事務の年度末処理において、当日金

融機関に預け入れられなかった令和３

年３月３１日領収の手数料収入を、翌

日４月１日領収分と合わせて、令和３

年度の歳入として調定を行い収納して

いた。 

 地方自治法施行令では、歳入の会計

年度所属区分について、随時の収入で

、通知書等を発しないものは、これを

領収した日の属する年度とされている

。 

また、歳入の調定については、所属

年度、歳入科目、納入すべき金額、納

入義務者等を誤っていないかどうかそ

の他法令又は契約に違反する事実がな

いかどうかを調査してこれをしなけれ

ばならないとされている。

 適正な事務処理をされたい。 

 指摘された点について、令和３年度

の年度末処理において令和４年３月３

１日１５時から終業時までの手数料収

入を確認したところ、西部市税事務所

市民税課では２０件・４，９００円の

収入があったものの、同固定資産税課

では収入はなく、適正に収納処理を行

ったことを確認した。 

今後、同様の間違いが生じないよう

に、西部市税事務所市民税課では令和

４年１月１７日に、同固定資産税課で

は令和３年１２月２４日に窓口業務マ

ニュアルの変更を行い、年度末当日は

課長、係長、庶務担当者、窓口担当者

、窓口会計年度任用職員間で声掛けを

行うことで注意喚起を行っていくこと

とした。併せてリスク評価シートを更

新し、適正な事務処理を行うよう、対

策を講じた。 

また、実査後、ただちに本件を課内

職員へ周知するとともに、西部市税事

務所市民税課では令和３年１２月１６

日から同月２０日までに、同固定資産

税課では令和４年１月１９日から同月

２６日までに開催した事務改善会議に
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監 査 の 結 果 措 置 状 況 

おいて、今回の指摘事項を改めて課内

職員へ周知し、再発防止に向けて注意

喚起を行った。 
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監 査 の 結 果 措 置 状 況 

イ 契約事務 

（ア）物品購入手続きについて 

  （税制課） 

税制課に係る物品購入にあたり、所 

定の期間内に技術監理局契約課におい

て一括で契約すべきものを、納期の都

合上、発注を分割することにより、担

当課で契約しているものがあった。 

 市副市長以下専決規程では、予定価

格の金額に応じて契約決裁権者が定め

られている。当初予定価格が権限の範

囲内に収まるように分割して契約する

ことは、予算の効率的執行の面からも

適切でない。 

 適正な事務処理をされたい。 

指摘された物品購入については、令

和４年度用の市税証明窓口用封筒作成

から技術監理局契約課においての一括

契約に処理方法を改め、契約課で実施

した電子入札（見積競争会）の結果、

令和４年１月１９日に契約を行った。

今後、同様の事例が生じないように

リスク評価シートや業務マニュアルに

今回の指摘事項について記載し、職員

に対しても、今回指摘を受けた事例に

ついて周知を行った。 

 なお、事務の見直しにより、令和５

年度用の市税証明窓口用封筒から作成

を行わないこととした。 
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監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ウ 財産管理 

（ア）原動機付自転車等標識管理につ

いて 

  （東部市税事務所市民税課） 

原動機付自転車等標識（以下「標識

」という。）の管理について、担当者

及び係長のみによる日々の在庫管理は

行っていたが、物品管理者である所属

長による管理は行われていなかった。

市市税条例では、新たに原動機付自

転車又は小型特殊自動車に係る軽自動

車等の所有者となった者は、市長に対

し、標識交付申請書を提出し、かつ、

当該原動機付自転車又は小型特殊自動

車の呈示をして、その車体に取り付け

るべき標識の交付を受けなければなら

ないとされており、交付された標識に

より軽自動車税の課税、非課税が特定

されるものである。また標識は、市が

購入し賦課徴収事務のため交付するも

のであるから、財産としての管理を行

う必要がある。 

 市会計規則及び物品管理要領では、

物品管理者は、所管に属する物品を適

正かつ効率的に管理し、常にその使用

状況を把握しておかなければならず、

台帳等関係帳簿を的確に整備し、常に

関係帳簿と照合・点検しておくことと

されている。 

 標識については、紛失・盗難などに

より悪用されるリスクもあることから

、適正な在庫管理を行われたい。 

指摘された点については、今後、同

様の間違いが生じないように、令和３

年１０月から標識受付簿に在庫数を記

載するとともに、月末に所属長に在庫

数を報告し決裁を受けることとした。

併せて、リスク評価シートを更新し、

適正な事務処理を行うよう対策を講じ

た。 

 また、実査後、ただちに本件を課内

職員へ周知するとともに、令和３年１

０月１日に係内研修を実施し、今回の

指摘事項を改めて職員へ周知し、再発

防止に向けて注意喚起を行った。 

＜局全体の対応について＞ 

 今回指摘があった３課については、

実査後ただちに改善を行い、適正に対

応しているところであり、事務改善会

議や研修で職員への周知やリスク評価

シートの更新も行い、再発防止を徹底

しているところである。 

 また、今回の指摘事項については、

局内全体にメールで周知し、情報共有

を行っている。 

78



北九州市監査公表第２０号  

令和４年７月２９日  

 北九州市監査委員   小 林 一 彦  

 同                 廣 瀨 隆 明  

 同                 森 本 由 美  

                 同         渡 辺   均  

 監査委員の監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方

自治法第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 

１ 監査の種類 

  定期監査 

２ 措置を講じた局 

  港湾空港局 

３ 監査の期間 

  令和３年７月９日から令和４年２月３日まで 

４ 監査公表の時期 

  令和４年２月２１日（令和４年監査公表第６号） 
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５ 監査の結果に基づく措置状況 

（１）港湾空港局 

監 査 の 結 果 措 置 状 況 

ア 物品管理 

（ア）公の施設の指定管理に係る備品

管理について 

（港営課） 

指定管理者制度を導入している北九

州市旧門司税関の備品のうち、市が調

達した備品について、総合財務会計シ

ステムへの登録によらず、基本協定書

の備品台帳（紙媒体）により管理して

いた。 

その管理状況を確認したところ、規

格や取得時期等が同一の備品をまとめ

て整理しているほか、備品の識別に用

いる備品整理票を貼付することなく指

定管理業務の用に供するなど、１品ご

との管理を徹底していなかった。 

また、施設の維持管理に係るモニタ

リングにおいて適正な実地調査が行わ

れておらず、基本協定書の備品台帳と

現物との差異を把握していなかった。

市会計規則及び物品管理要領では、

所管に属する物品を適正かつ効率的に

管理し、常にその使用状況を把握して

おかねばならず、台帳等関係帳簿を正

確に整備し、常に関係帳簿と照合・検

査をしておくこととされている。 

また、備品はすべて整理票その他の

方法により、分類表示して管理しなけ

ればならないとされている。 

市指定管理者制度ガイドラインでは

今回の指摘を受け、令和３年１１月

に、北九州市旧門司税関のすべての備

品について、総合財務会計システムで

の備品登録及び備品整理票の貼付を行

った。さらに、施設の維持管理に係る

モニタリングにおいて、１品ごとの照

合を行った。 

また、再発防止策として、リスク評

価シートへの追記を行うとともに、令

和４年３月２４日の事務改善会議で課

内研修を実施し、職員に周知した。 

今後も、モニタリング時に複数の職

員で確認する等、適正な実地調査を行

うとともに、指定管理者との連絡調整

・情報共有を密に行い、備品の異動が

生じた際にも、１品ごとの管理を徹底

していく。  

局全体の対応としては、令和４年２

月２２日の局内幹部会において、指摘

事項について情報共有し、適正な事務

処理を行うよう注意喚起した。 

また、事務のチェック体制の強化を

図るため、同月１０日、行政委員会事

務局から講師を招き、係長職以上を対

象とした監査研修を実施した。 
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監 査 の 結 果 措 置 状 況 

、指定管理者による管理の適正を期す

るため、本市の財産としてふさわしい

維持管理がなされているかを毎年度定

期的に調査することとされている。 

適正な事務処理をされたい。 
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